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制度変革下における集落営農の展開構造
一生賀県の事例からー
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Development and Structure of Community-based Group Farming under the Policy Change: 
A Case Study at Saga Prefecture 
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要約
2007年からの水田経営所得安定対策の開始を契機に全国的に集落営農が立ち上げられ、これまでの「集
落営農ベルト地帯J(註 1)とされた北睦等だけでなく、東北・九州でも集落営農が急増し、全国のf集落
常農地図jが塗り潜えられた。なかでも佐賀県では2006~ 2007年に集落営農数が倍増し、 2009年現在
で集落営農に参加した集落数割合および集落営農に参加した農家数割合が全国一、また2007年の水田経
営所得安定対策申請作物の中で集落営農の占める割合において米は全国一、大豆が問2位、 4麦が向3位
となった。こうして、佐賀県は一気にf集落営農王国jという状況を呈した。
こうして形成された多くの集落営農の活動内容は多様である。たしかに政策の対象となりうる5要件を
整えはしたが、大半は「枝番管理型Jといわれるように、内容的に構成員農家の個別経営がほとんどそのま
ま継続されたものが実態である。しかし、米・麦・大豆の収穫作業を共同化して手堅い組織活動を作り上
げた集落営農組織も少なくなく、また法人かどうかは別として、集落営農自体を実質的に経営体として運
営している組織も出てきており、少なくない組織が活動内容の深化を模索している。しかし、法人で、あろ
うとなかろうと、多くの組織は、「主たる従事者」を中心とする特定少数のオペレーターや補助者でもって
作業を担うのではなく、できるだけ多くの構成員メンバーがオペレーターや補助作業を担う形で基本的に
「ぐるみ型」というあり方を取っている点に今目的特徴を見いだすことができる。
Summary 
Many community“based group farming were built up after 2007 in Japan. Especially 
many these farming were built in Saga Prefecture. At the point of rate of numbers of rural 
community and members of farm households， Saga Prefecture is number one in Japan. So I 
can cal Saga Prefecture“kingdom of community同basedgroup farming area in Japan" . 
The characteristic point of these farming is that many farmers have to group farming as 
they can. And it is not easy for these many these farming become a management body or a 
corporation farm at Saga Prefecture. 
キーワード(Keywords) 集落営農(Community-basedGroup Farming)、佐費県(SagaPrefecture)、
機械利用組合(GroupFarming that share Farm Machineries)、法人化(Tobecome Corporation 
Farm)、
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はじめにー障題意識と課題一
2002年からの米政策改革、また2007年から
の水EEl・畑作経営所得安定対策(以下、安定対
策)の開始によって、認定農業者のみならず集落
営農組織も地域農業の担い手としてこれらの政
策の対象となったことから、これらの政策・対
策開始年度に合わせて、多くの認定農業者や集
落営農が取り急ぎ政策対象要件を満たすための
対応、を取った。その結果、これらの政策・対策
開始年度には認定農業者数も集落営農数もかな
り増加した。なかでもこの機に急増した多くの
集落営農組織は、まずはこれらの政策・対策に
対応するための「施策対応型集落営農J(註2)で
あったと言われている。
その後2009年8月末の衆議院選挙での民主党
の圧勝による民主党新政権の成立によって、こ
れまでの自民党政権下での農業政策も見直しを
迫られ、 2010年度からは農家戸別所得保証制度
等が新設される運びとなっている。それに伴い、
地域農業の担い手政策も見直される見込みであ
る。
そうなると、 2002年以降の集落営農推進政策
の行方、および現場の集落営農の将来展望はど
うなるのか。本稿執筆時点では不透明と言わざ
るを得ない。したがって本稿執筆も辛苦を伴う。
さて、日本農業の担い手はこれまで間の農業
政策の影響を受けながら推移してきたし、今後
も政策との関連でその展開が左右されていくも
のと推測される。したがって、政策の動向如何
が担い手の動向を大きく左右するため、集落営
農の動向も新たな政策の動向との関連で見てい
かなければならないが、 t述の通り目下、その
動向は測りがたい。
しかし他方、農業政策の影響が大きいと百つ
でも、それが一方的に担い手のあり方を決定す
るのではなく、現場の農業経営の合理的なあり
様を基礎としていることも確かで、ある。むしろ、
担い手の長期的な基本的方向は、現場の農業・
農家の合理的な行動様式に規定されていると
つでもよい。
そこで本稿は、 2002年以降の担い手政策の
もとで、現場の農業・農家の合理的な行動様式
との関係において、集落営農がどのように形成
され、どの方向を向いて動いているのかという、
集落営農の展開メカニズムに注目しながら、現
局面における集落営農展開の到達点を確認する
作業を行うことを目的としている。
なお、本稿での検討対象事例は佐賀県として
いる。その根拠は、佐賀県では上記の政策・対
策を契機に県内隅々において広範・濃密に集落
営農組臓が立ち上げられ、まさにf集落営農王国J
を形成したごとくの様相を呈しているため、 f施
策対応型集落営農jの動向を検討する最適事例を
提供していると言うことができるからである。
1 .佐賀県を検討対象とする根拠
( 1 )佐賀県における{集落嘗農玉菌jの形成
①集落営農数の急増
2007年以降集落営農数は東北・関東・四国で
急増した。結果、集落営農数最大地症は北陸か
ら東北に入れ替わった。九州も北陸を上回って
全国で2番目に多い地域となった。こうして集
落営農数あるいは参加農家数割合において、「集
落営農ベルト地帯J(註 1)は2005年では北陸等
であったが、 2009年には東北・九外iにシフトし
た。あるいは、それは東北・九州・北陸の3本
柱に変化したとも言える。
このような全国動向の中で、佐賀県の集落営
農数は2005~ 2009年に323から666に倍増し
た。増加数は全国2位、増加率は全国8位(:;IL州
内ではトップ)で、結果として佐賀の集落営農数
の全国)1畏位は2005年の13位から 6位に上昇ー し
た(表 1)。
②集落営農参加集落数割合全国一
都府県における集落営農参加集落数割合は
2005年にはl割程度だったが、 2009年には倍加
し2割になった。東北は2005年には都府県平均
放みの13%であったが2009年には31%に急増
した。
{左賀は2005年にすでに24%と全国5位の高
さであったが、 2009年には77%に激増し、全
国ーとなった。佐賀では濃密に集落営農が立ち
上げられたと言える(表2①)。
③集落営農参加(構成)農家数割合全国一
都府県平均の集落営農参加農家数割合は2005
年では15%であったが、 2009年には19%に増
加した。上述の関係集落数割合とほぼパラレル
と見られる。内訳を見ると東北と九州で急増し
た。近畿も無規し得ないが、それは滋賀県の影
響である(表2②)。
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佐賀はこの問、 33% (全国6位)から68%に倍
加し、こちらも全国ーとなった。
その要国は2007年に379の集落営農組織が新設
されたからである。ちなみに2008年および2009
年の新設組織数はともに7のみである(圏 1)。
④水田書館作経嘗所得安定対策に加入した集落
首農数割合の高さ
そのことは2009年において水間・畑作経営所
表1 集落雷農数および組織形態関内訳の変化
全国農業 2005 
地域・ 5十 法人 言十
都道府県 数 上位 農事経 株式 有限 非法人 数 上位
15{立 合法人 会社 会社 15{立
全国 10063 509 31 134 9417 13436 
北海道 396 17 。9 370 289 
都府県 9667 492 31 125 9047 13147 
東北 1624 53 44 1526 2981 
北陸 1912 168 2 31 1，711 2079 
関東・葉山 463 24 。9 430 908 
策海 753 31 。13 709 787 
近畿 1585 21 。81 1556 1767 
中頭 1586 150 。9 1427 1726 
四国 193 4 。3 186 368 
九州 1545 41 。8 1496 2525 
青森 112 4 。。108 196 
岩手 367 ⑨ 13 。8 346 581 ⑧ 
宮城 457 ⑦ 2 。24 431 705 ⑤ 
秋限 335 ⑪ 15 。4 316 721 ④ 
山形 224 15 3 205 421 ⑩ 
福島 129 4 。5 120 357 
茨城 162 3 。。159 152 
栃木 26 。。。26 181 
群馬 29 5 。。24 124 
草寺玉 31 。。30 93 
千葉 31 9 。2 20 62 
東京 。 。。。。。
神奈川 。 。。。。。
新潟 347 ⑩ 30 4 312 552 ⑩ 
富山 837 ① 75 。9 753 741 ② 
石川 252 20 9 222 256 
福井 476 ⑥ 43 。9 424 530 ⑪ 
山梨 2 。。。 2 2 
長野 182 6 。7 169 294 
岐阜 302 ⑬ 18 。9 275 302 
青争調 10 4 。2 4 9 
愛知 258 。。。258 222 
三議 183 9 。2 172 254 
滋賀 833 ② 10 。 822 801 ① 
京都 152 3 。2 147 192 
大阪 2 。。。 2 2 
兵庫 573 ④ 8 。3 562 738 ③ 
奈良 1 。。2 9 19 
和歌山 14 。。。14 15 
鳥取 233 12 。 220 275 
島根 331 ⑫ 50 。4 277 398 ⑮ 
陪山 192 5 。 186 191 
広島 580 ③ 67 。 512 576 ⑨ 
山口 250 16 。2 232 286 
徳島 15 01' 。14 22 
香川 55 2 。 52 151 
愛媛 114 。2 111 114 
高知 9 。。。 9 81 
福間 482 ⑤ ⑬ 15 
。。467 642 ⑥ ⑦ 佐賀 323 。。。323 666 
長崎 58 。。57 95 
熊本 260 2 。。258 459 ⑫ ⑬ 大分 279 ⑮ 16 。4 259 457 
宮崎 59 3 。3 53 95 
鹿沖児縄島 84 4 
。 79 111 
6 。。。 6 6 
資料:農林水産省f集落営農実態調資結巣の概要j各年版。
得安定対策(以下、安定対策)に加入した集落営
農数の割合が佐賀県は73%と全国6位、九州で
はトップの数値を示していることにまず現れて
いる(表3)。
⑤水田・畑作経堂所得安定対策に加入した作物
作付覇轄の割合の高さ
また安定対策の対象とする作物の作付面積の
中で集落営農分の割合の高さにおいて、 2009年
2009 2005~ 問左 2005~ 間友 法人割合
法人 2009年 上位 2009年 上位 2005 2009 
E主事総 株式 会名・
合法人 会社 合資
非法人 増加数 10位 増加率 10位
1518 276 81 11634 3373 33.5 6.4 13.4 
17 15 256 一107 …27.0 6司6 11.4 
1501 261 71 11378 3480 36.0 6.4 13.5 
184 87 。2710 1357 83.6 6β 9.1 
495 65 3 1516 167 8.7 10.5 27.1 
81 27 。800 445 96.1 7.1 11.9 
66 22 2 699 34 4.5 5.8 1.4 
74 18 2 1673 182 11.5 1.8 5.3 
346 18 。1360 140 8.8 10.0 21.1 
49 4 。315 175 90.7 3.6 14.4 
206 20 。2299 980 63.4 3.2 9.0 
15 。。181 84 75.0 3.6 7.7 
34 13 。534 214 
⑤ 争①
58.3 5.7 8.1 
31 38 。636 248 54.3 5.7 9.8 
77 10 。634 386 115.2 
⑤ ⑦ ⑨ 
5.7 12.1 
23 7 。391 197 87.9 8.5 7.1 
4 19 。334 228 ④ 176.7 7.0 6町4
5 5 。142 -10 6.2 1.9 6.6 
2 。178 155 ⑩ 596.2 ② 0.0 1.7 
9 。。115 95 327.6 ③ 17.2 7.3 
16 5 。72 62 200.0 ⑧ 3.2 22.6 
27 3 。32 31 100.0 35.5 48司4。。。。 。。。。。 。
188 36 。328 205 ⑥ 59.1 10.1 40.6 
151 4 。586 …96 -11.5 10.0 20.9 
49 15 。192 4 1.6 11.9 25.0 
107 10 3 410 54 11.3 10.9 22.6 。。。 2 。 0.0 0.0 。"。
22 13 。259 112 61.5 7.1 11.9 
41 17 。244 。 。 8.9 19.2 
4 2 。 3 -10.0 60.0 66.7 。。221 36 -14.0 0.0 0.5 
20 3 。231 71 38.8 6.0 9.1 
45 754 32 3.8 1.3 5.9 
14 8 169 40 26.3 3.3 12.0 。。。 2 。 0.0 0.0 0.0 
12 7 。719 165 ⑨ 28.8 1.9 2.6 
2 2 。15 8 72.7 18.2 21.1 。。 14 7.1 0.0 6.7 
33 。241 42 18.0 5.6 12.4 
88 5 。305 67 20.2 16.3 23.4 
20 2 。169 -1 -0町5 3.1 11.5 
139 8 2 427 -4 一0.7 11.7 25.9 
66 2 。218 36 14.4 7.2 23.8 
3 。。 19 7 46.7 6.7 13.6 
37 1 。113 96 174.5 ⑥ 5.5 25.2 
9 3 。102 。 0.0 2.6 10.5 。。。81 72 800.0 ① 0.0 0.0 
69 3 。570 160 33.2 3.1 11.2 
5 。660 343 ② 106.2 ⑧ 。 0.9 
8 。。89 37 63.8 1.7 6.3 
6 3 。450 199 ⑦ ⑧ 76.5 ⑩ 0.8 2.0 104 8 。345 178 63.8 7.2 24.5 
8 4 。83 36 61.0 10.2 12.6 
8 。102 27 32.1 6.0 8.1 。。。 6 。 0.0 _u立
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で佐賀は米と大豆でともに83%を占め全国一、
4麦も77%と全i主12位となっている。すなわち、
安定対策の対象面積となった米・麦・大豆の面
積の 7~8 割は集落営農によるものである(表
4)。
以上のことから、安定対策以降、全国におけ
る集落営農数が急増した中で、集落営農数の増
加のみならず、安定対策の対象作物面積の中に
占める集薄営農組織の割合が、米・大豆で全国
一、麦で全国2位を示していることから、佐賀県
表2 集落営農参加(構成)農業集落数割合および集落欝農参加(構成)農家数割合の変化
①集落営農参加(構成)農業集落数割合の変化 ②集落営農参加(構成)農家数割合の変化
全島農業 2005年 2005 2009 2005年 2006 2009 
地域・ 農業 集落鷲農業間左 間左 主義落営援を 向左 問左 総農家数 構成 間左 i弓ti.
都道府累 集落数 参加農 割合 上位 構成する 都合 上位 農家数 書IJ合 上位 農家数割合
集落数 10{立農業集落数 10位 10位
北海道 7325 699 9.5 597 8.2 59108 5259 8.9 4290 7.3 
都府県 132140 13702 10.4 26938 20.4 2789058 426710 15.3 535705 19.2 
東北 17629 2216 12.6 5395 30.6 463460 81127 17.5 120511 26.0 
北陸 11028 2102 19.1 2712 24.6 212324 61135 28.8 60553 28.5 
関東・策山 24776 1095 4咽4 4394 17.7 619960 35841 5.8 60801 9.8 
東海 11688 1237 10.6 1494 12.8 306620 50159 16.4 49140 16.0 
近畿 10849 1742 16.1 2160 19.9 282296 66767 23.7 71872 25.5 
中国 19738 2323 11.8 3040 15.4 285116 46562 16.3 50824 17.8 
四国 11083 441 4.0 1953 17.6 174202 8908 5.1 16313 9.4 
九州 24603 2536 10.3 5780 23.5 421066 75743 18.0 105258 25.0 
沖縄 746 10 1.3 10 1.3 24014 468 1.9 433 1.8 
青森 1759 156 8.9 380 21.6 61587 7556 12.3 10764 17.5 
岩手 3615 540 14.9 1258 34.8 86028 16200 18.8 24656 28.7 
宮城 2647 646 24.4 ④ 1109 41.9 ⑦ 77855 30271 38.9 ⑤ 33858 43.5 
秋臼 2745 318 11.6 972 35.4 ⑩ 72000 9014 12.5 16552 23.0 
山形 2711 322 11.9 1053 38.8 ⑧ 61567 8841 14.4 17927 29.1 
議鳥 4152 234 5.6 623 15.0 104423 9245 8.9 16754 16.0 
茨城 3819 281 7.4 247 6.5 114748 8589 7.5 6501 5.7 
栃木 3316 47 1.4 249 7.5 71471 1075 1.5 3494 4.9 
群馬 2022 56 2.8 224 11.1 62527 1822 2.9 5553 8.9 
埼玉 4112 93 2.3 2078 50.5 ③ 79273 2631 3.3 6807 8.6 
千葉 3516 57 1.6 188 5.3 81982 1979 2.4 3665 4.5 
東京 247 。。 。0.0 13700 。0.0 。0.0 
神奈川 1376 。。 。0.0 29681 。0.0 。0.0 
新潟 5078 411 8.1 702 13.8 106528 11886 11.2 15213 14.3 
富山 2209 818 37.0 ② 994 45.0 ⑤ 39720 27164 68.4 ① 23491 59.1 
石川 1915 348 18.2 ⑧ 351 18.3 31652 8027 25.4 @ 6332 20.0 
福井 1826 525 28.8 ③ 665 36.4 ⑨ 34424 14058 40.8 《号 15517 45.1 
山梨 1614 3 0.2 3 0.2 39721 48 0.1 48 0.1 
長野 4754 558 11.7 1405 29.6 126857 19697 15.5 34733 27.4 
岐阜 3103 705 22.7 ⑦ 827 26.7 78459 22066 28.1 ⑦ 21577 27.5 
静岡 3336 28 0.8 27 0.8 76718 1388 1.8 1336 1.7 
愛知 3137 270 8.6 247 7.9 91746 14438 15.7 12457 13.6 
三重 2112 234 11.1 393 18β 59697 12267 20.5 13770 23.1 
滋賀 1554 802 51.6 ① 835 53.7 ② 43363 28941 66.7 ② 27955 64.5 
京都 1703 292 17.1 ⑩ 427 25.1 38922 8773 22.5 10045 25.8 
大阪 782 5 0.6 5 0.6 27893 343 1.2 343 1.2 
兵庫 3748 607 16.2 838 22.4 104990 27410 26.1 ⑧ 31718 30.2 
奈良 1468 18 1.2 32 2.2 30597 534 1.7 999 3.3 
和歌山 1594 18 1.1 23 1.4 36531 766 2.1 812 2.2 
鳥取 1634 267 16.3 378 23.1 34969 8676 24.8 ⑬ 9473 27.1 
島根 4073 478 11.7 631 15.5 44312 8450 19.1 10020 22.6 
岡山 4559 275 6.0 298 6.5 81786 5842 7.1 5892 7.2 
広島 5270 906 17.2 ⑨ 1160 22.0 74032 15745 21.3 16477 22.3 
山口 4202 397 9.4 573 13.6 50017 7849 15.7 8962 17.9 
徳島 2240 41 1.8 49 2.2 38775 656 1.7 741 1.9 
香川 3181 84 2.6 1439 45.2 ⑤ 47042 1730 3.7 8854 18.8 
愛媛 3196 305 9.5 382 12.0 55868 5671 10.2 5146 9.2 
高知 2466 1 0.4 83 3.4 32517 851 2.6 1572 4.8 
福岡 3471 801 23.1 ⑥ 1595 46.0 ⑧ 74976 30542 40.7 ④ 31029 41.4 
佐袈 1931 458 23.7 ⑤ 1491 77.2 ① 37919 12669 33.4 ⑤ 25599 67.5 
長崎 2934 78 2.7 188 6.4 41956 2317 5.5 3718 8.9 
熊本 4202 351 8.4 1004 23.9 74173 9110 12.3 16481 22.2 
大分 3313 464 14.0 785 23.7 52482 11080 21.1 13550 25.8 
宮崎 2700 117 4.3 323 12.0 50735 7136 14.1 10396 20.5 
鹿児島 6052 267 4.4 394 6.5 88825 2889 3.3 4485 5.0 
資料:農林水産省r2005年農林業センサス農業集落類型別統計報告書.!2007年、同『平成17年集溶営農実態調査報告書』
平成18年、同『集落営農実態調査結果の概婆(平成21年2月1日現在、農林水産省ホームページリ。
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(築落営陸)
図1 水田・畑作経営所得安定対策に加入する集落
営農の動向(佐賀県・推計)
資料 『集落営農実態調査報告書』各年版、『集落留農実態調査
結果の概要警』平成21年2局、農水省ホームページo
表3 水田・畑作経営所得安定対策加入集落数割合
(2009年)
全国農業 集落 加入している 加入率 同友
地域・ 首農数 集落営農数 上位
都道府県 A B 巳/A 10{立;
全冨 13436 7194 53.5 
北海道 289 60 20.8 
都府県 13147 7134 54.3 
東北 2981 1924 64.5 
北陸 2079 1393 67.0 
関東関東山 908 583 64.2 
東海 787 301 38.2 
近畿 1767 749 42.4 
中盤 1726 515 29.8 
四霞 368 120 32.6 
九州 2525 1549 61.3 
沖縄 6 。0.0 
青森 196 125 63.8 
岩手 581 398 68.5 
宮城 705 516 73.2 ⑤ 
秋田 721 585 81.1 ③ 
山形 421 218 51.8 
福島 357 82 23.0 
茨城 152 105 69.1 ⑨ 
栃木 181 158 87.3 ② 
群馬 124 110 88.7 ① 
埼玉 93 71 76.3 ④ 
千葉 62 25 40.3 
車京 。 。
神奈川 。 。
新潟 552 379 68.7 ⑩ 
富山 741 500 67.5 
右JlI 256 165 64.5 
福井 530 349 65.8 
山梨 2 。0.0 
長野 294 114 38.8 
蚊阜 302 159 52.6 
静陪 9 4 44.4 
愛知 222 9 4.1 
三重 254 129 50.8 
滋袈 801 447 55.8 
京都 192 61 31.8 
大阪 2 。0.0 
兵庫 738 232 31.4 
奈良 19 9 47.4 
和歌山 15 。0.0 
鳥取 275 68 24.7 
島根 398 166 41.7 
詞山 191 25 13.1 
忠島 576 117 20.3 
山口 286 139 48.6 
徳島 22 2 9.1 
香川 151 97 64.2 
愛媛 114 21 18.4 
高知 81 。0.0 
福岡 642 449 69.9 ⑦ 
佐賀 666 486 73.0 ⑥ 
長崎 95 62 65.3 
熊本 459 318 69.3 ⑧ 
大分 457 207 45.3 
宮崎 95 9 9.5 
鹿児島 111 18 16.2 
資料:農林水産省『集落営農実態調査結果の概要J
平成21年2月1日現在、農水省ホームページ。
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表4 7]<間 R 畑作続営所得安定対策・作物作付覇穫における集落営農シェア(2009年)
全臨農業 米(ha、%、佐) 4麦(ha、%、位) 大豆(ha、%、位)
地t或・ 訪ロ瓜読中みζL
集雷落農分 集落営農 間左
きロ刃'"、ふやι 集落 集落営農 同左 苦n労'"、やふζニ 集落 集落堂農 問左
都道府県 農業者分 分のおめ 上位 農業者分 邑ー“・宮屋支書ヨノ7J、 分の占め 上位 農業者分 蛍農分 分の占め 上位
る割合 10イ立 る割合 10位 る割合 10位
北海道 93630 953 1.0 113865 691 0.6 21241 192 0.9 
都府県 266276 111043 29.4 74443 65954 47.0 56212 42409 43.0 
青森 11319 3596 24.1 1751 229 11.6 2031 1813 47.2 
岩手 10763 11308 51.2 ⑤ 1396 2196 61.1 ⑧ 1547 1711 52.5 ⑮ 
宮城 1363~ 11725 46.2 ⑦ 1112 1509 57.6 ⑨ 3562 7116 66.6 ⑥ 
手火器
295996E C 2 
12465 29.6 274 42 13.3 6183 2876 31.7 
山形 244 11186 31.4 94 32 25.4 3738 2396 39.1 
福島 102 766 6.9 380 65 14.6 676 448 39.9 
茨城 747 998 11.8 6640 1633 19.7 2924 972 24.9 
栃木 148642 E 2672 15.2 8862 2461 21.7 3910 783 16.7 
群篤 17 678 28.0 3639 3622 49.9 41 131 76.2 ③ 
培玉 197~ 54 2.7 3567 2363 39.8 118 158 57.2 ⑨ 
千葉 1402 112 7.4 591 70 10.6 287 79 21.6 
東京 。 。 。 。 。 。
神奈川 69 。 0.0 14 。 0.0 。 。
新潟 45690 2481 5.2 238 165 40.9 5138 1191 18.8 
富山 11648 6012 34.0 1543 971 38.6 3541 1525 30.1 
石川 7986 1533 16.1 821 473 36.6 1431 208 12.7 
福井 6655 2633 28.3 2507 2067 45.2 922 358 28.0 
山梨 297 。 0.0 38 。 0.0 33 。。
長野 4592 3023 39.7 ⑨ 1243 985 44.2 718 499 41.0 
岐阜 3047 1890 38.3 ⑩ 1698 1227 41.9 1353 833 38.1 
静岡 1458 。 0.0 794 。 0.0 287 。 0.0 
愛知 4921 63 1.3 5062 228 4.3 3997 28 0.7 
三重 4122 247 5.7 4084 1553 27.6 2443 658 21.2 
滋賀 8994 1502 14.3 3222 4153 56.3 ⑩ 2945 1810 38.1 
京都 1035 188 15.4 39 206 84.1 ① 31 52 62.7 ⑦ 
大阪 6 。 0.0 。 。 。 。
兵庫 2028 960 32‘1 510 1703 77.0 ③ 319 310 49.3 
奈良 14 10 41.7 ⑧ 46 77 62.6 ⑥ 13 19 59.4 ⑧ 
和歌山 13 。 0.0 。 。 。 。
鳥取 1390 323 18.9 75 39 34.2 313 239 43.3 
島根 2800 1121 28β 291 330 53.1 421 182 30.2 
岡山 1819 69 3.7 2109 107 4.8 221 76 25.6 
広島 3002 44 1.4 96 8 7.7 370 28 7.0 
山口 3911 1057 21.3 630 285 31.1 358 158 30β 
徳島 114 。 0.0 117 。 0.0 。 。
香川 1194 2599 68.5 ③ 1204 958 44.3 77 。 0.0 
愛媛 1362 42 3.0 1481 205 12.2 171 78 31.3 
高知 287 。 0.0 7 。 0.0 123 。 0.0 
福間 5842 5993 50β ⑥ 7607 12737 62.6 ⑤ 2325 5591 70司6 ⑤ 
佐賀 3062 14部5 82.1 ① 4844 16429 77.2 ② 1565 7146 82.0 ① 
長崎 326 461 58.6 ④ 644 1039 61.7 ⑦ 95 286 75.1 ④ 
熊本 3743 8791 70.1 ② 2328 4194 64.3 ④ 563 1906 77.2 ② 
大分 2960 274 8.5 2705 1593 37.1 1170 670 36.4 
宮崎 2256 。 0.0 38 。 0.0 152 。 0.0 
鹿児島 1941 83 4.1 101 。 0.0 102 76 42.7 
沖縄 166 。 0.0 。 。 。 。
資料:W平成20年震水泊-熔作絞営所得安定対策加入申請状況』平成20年8河、農水省ホームページ。
は2007年以降「集落営農王国Jを形成したと言う
ことができょう。
(2 )佐賀累における集落営農の内容的特徴
①構成集落が5以上の広域的な集落詰農の増加
集落営農を構成する集落が5以上の集落営農
数の割合は、 2005年で6%の全国20位であっ
たが、 2009年には11%で全国14位に上昇した。
また構成農家数が70戸以上の集落営農数割合も
2005年の11.5%の25位から2009年の12.2%
の24位に少し高まった(表5、表6)。
②1集落雷農当たりの経営冨積の増加
l集落営農当たりの経営問積は2006年には
制度変il!i下における築;約liJ;J.見の)廷闘機造 一佐賀県の事例から 7 
佐賀は 5ha (都府県平均18ha)しかなく全国
42位だったが、 2009年には35ha(都府県平均
24ha)に増加し順位も 10位に高まった。他方、
1集落営農当たりの農作業受託面積は同期間に
29ha (都府県平均9.9ha)の全国2位から9.5ha
(同8.3ha)に14位に低下した。このようなプラ
スとマイナスの結果、 l集落営農当たりの経営
面積+作業受託面積は同期間に34ha(同28ha)
の15位から44ha(33ha)の10位に高まり、佐
賀県の l集落営農当たりの面積規模は大きい方
になったと見られる(表ア)。
③経営耕地面種+作業受託面積が100haを超え
る集落営農数割合の高さ
佐賀県において経営面積+作業受託面積が
100haを超える比較的大規模の集落営農数割合
は、 2005年に5.4%(間3.2%)で11位、 2009
年は7.2%(同4.2%)で11位と、順位に変化はな
かったが、全国上位を維持し、比較的大規模の集
落営農も存在していることがl准認される(表8)。
④経営耕地頭積が100haを超える集落首農の増
加
2005年には経営面積が100haを越える比較的
大規模な集落営農は佐賀県には存在しなかった
が、その後出現・増加し、 2009年には37を数え、
その割合も5.6%(向2.7%)と都府県平均を超
え、全国Il畏位も 10位と、全国的にも比較的大規
模な集落営農数が多く、またその割合も高い県
となった(表9)。
⑤安定対策加入の集落嘗農組織の平均経嘗蕗積
の大きさ
佐賀県の2008年の安定対策に加入した集落営
農組織の平均経営面積は50ha(同37ha)で全国
7位と比較的大きいことが分かる(表10)。
⑥集落営農への農地の集樟状況は全菌トップ
現況又は目標集積面積割合が2/3以上の集落営
農数割合は74%(1可49%)で全国2位だが、 1
位の奈良は15/19=79%と絶対数が少なく、集
落営農数の少ない地域であるため、集落営農王
国とも言える佐賀県が実質的には全毘ーと見て
よし、(表11)。
⑦集落内の総耕地麗積lこ占める集積面積が80%
を超える集落営農数割合も全国トップ
また集落内の総耕地面積に占める集積面積
割合カ180%以上の集落営農数割合は2005年の
31 % (同25%)の11位から2009年には46%
(同24%に低下)の2位になった。 1位の大阪は
1/2=50%と集落営農数の絶対数が少ない地域で
あるため、実質的な 1位は佐賀県と言ってよ L、。
こうして、佐賀県の集落営農は農地の集積率は
全国一高く、農地利用 t極めて長好な条件を有
していると言うことができる(表12)。
⑧認定農業者の存者E
2005年においてのみ認定農業者の存在状況が
分かる。農業集落内に認定農業者のいる集落営
農数の割合は、佐賀は76%で全国23位、また、
集落営農IJgに認定農業者のいる集落営農数の割
合は74%で全国17位で、佐賀県においては大半
の集落営農内に認定農業者がし、ると見られる(表
13①)。
⑨主たる従事者の動向
佐賀県において主たる従事者数のいない集
落営農数割合は2005年の23%(同47%)から
2009年の3.5% (向22%)へ低下し、ほとんど
の集落営農に主たる従事者がおり、他方、主た
る従事者が5人以上いる集落営農割合は2005
年には66%(問30%)で全国3位であったが、
2009年には集落営農の絶対数では261と全国一
となったが、母数が倍加したため割合では39%
(1司28%)に低下し、順位も 17位に下がった。
2005年には過半数の組織に多くの主たる従事者
がし、たが、主たる従事者数の少ない多くの組織
が新設急増したため、 2009年では主たる従事者
数の多い(5人以上の)組織数割合は3分の l程度
に低下した(表13②)。
⑩オペレーターの動向
2005年と2006年のデータしか公表されてい
ないため、 2005年のデータで見ると、オペレー
ターが5~9人の集落営農数割合は佐賀カ~37%
(同27%)で9位、 10人以上いる組織数割合は佐
賀は20%(問16%)で13位に低 Fした。しかし
佐賀では 5 人以上いる組織カ~57% (同43%)と
過半数存在していた(表14)。
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表5 集落営農が関わっている(構成する)農業集落数別集落営農数の割合
地域・ 2005 2∞9 
都道府県 1農業 2農業 3農業 4農業 5農業 5農業 1農業 2農業 3農業 4農業 5農業 5農業
集落 集落 集落 集落 集落 集落 集落 集落 集落 集落 集落 集落
以上 以上 以上 以上
上位 上位
20位 15f:立
全闇 79.3 8.4 4.2 2.9 5.2 75.3 9.9 4.7 3.1 7.0 
北海道 65.4 16.9 6.1 3.8 7.8 54.7 25.6 8.3 3.8 7.6 
都府県 79.9 8.1 4.1 2.8 5.1 75.8 9.6 4.6 3.1 6.9 
東北 73.9 13.4 4.5 3.0 5醐2 75.4 12.0 4.7 2.6 5.3 
北韓 88.1 5.9 2.5 1.2 2.4 87.7 5.9 2.6 1.6 2.2 
関東・東山 61.1 11.4 7.3 6.3 13.8 58.5 11.9 6.8 5.1 17.7 
東海 82.7 5.0 2.5 2.3 7.4 78.9 6.1 3.9 2.7 8.4 
近畿 94.9 1.6 1.3 0.7 1.5 93.5 2.0 1.4 1.1 1.9 
中盟 71.4 12.2 6.6 4.7 5.1 69.1 13.8 6.8 4.8 5.4 
四菌 66.3 10.4 3.6 6.7 13.0 61.7 4.1 4.1 5.7 24.5 
九州 75.2 8.0 6.0 3.6 7.2 65.7 13.2 6.5 4.1 10.5 
沖縄 83.3 0.0 0.0 0.0 16.7 83.3 0.0 0.0 0.0 16.7 
青森 77.7 9.8 4.5 4.5 3.6 78.6 9.7 4.6 2.0 5.1 
岩手 62.4 18.3 7.1 3.8 8.4 ⑬ 63.3 18.9 7.2 3.4 7.1 
宮城 67.4 18.8 5.5 3.1 5.3 74.5 14.0 4.5 3.5 3.4 
秋田 87.5 7.5 1.8 1.8 1.5 85.6 8.3 3.2 1.2 1.7 
山形 79.9 6.3 4.0 3.1 6.7 ⑪ 72.4 6.9 5.0 2.6 13.1 ⑪ 
福島 80.6 11.6 1.6 1.6 4.7 78.4 11.2 3.4 2.5 4.5 
茨城 67.3 12.3 6.2 5.6 8.6 ⑪ 72.4 17.1 2.6 4.6 3.3 
栃木 57.7 11.5 11.5 15.4 3.8 80.1 7.7 7.2 4.4 0.6 
群馬 75.9 10.3 6.9 0.0 6.9 ⑮ 62.1 22.6 8.9 1.6 4.8 
埼玉 77.4 3.2 3.2 0.0 16.1 ⑤ 33.3 10.8 7.5 5.4 43.0 ① 
千葉 64.5 9.7 6.5 6.5 12.9 ⑧ 58.1 11.3 6.5 8.1 16.1 ⑩ 
東京
神奈川
新潟 86.7 5.5 3.7 2.3 1.7 88.6 4.9 2.5 2.5 1.4 
富山 90.2 4.5 1.8 1.2 2.3 86.9 5.9 2.8 1.3 3.0 
者)11 79.0 11.1 4.0 1.6 4.4 84.0 9.8 3.1 1.2 2.0 
福井 90.1 5.7 2.1 0.2 1.9 89.8 5.1 2.1 1.1 1.9 
山梨 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 。。 0.0 
長野 50.5 12.1 8.8 7.7 20.9 ② 44.6 7.5 7.8 6.5 33.7 ③ 
岐阜 68.5 7.3 4.6 4.6 14.9 ⑥ 64.6 9.6 5.6 4.0 16.2 ⑨ 
静陪 60β 0.0 10.0 0.0 30.0 ① 55.6 0.0 11.1 0.0 33.3 ④ 
愛知 95.7 3.1 0.8 0.4 0.0 93.7 3.6 0.9 1.4 0.5 
三重 89.1 4.4 1.1 1.1 4.4 83.9 4.3 4.3 2.4 5.1 
滋賀 99.2 0.2 0.4 0.1 0.1 98.4 0.5 0.5 0.2 0.4 
京都 74.3 5.3 5.9 3.3 11.2 ⑨ 73.4 4.7 4.7 5.2 12.0 ⑫ 
大阪 50β 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 。。
兵庫 95.5 1.9 1.6 0.3 0.7 94.9 2.2 1.4 0.7 0.9 
奈良 72.7 9.1 0.0 18.2 0.0 63.2 15.8 10.5 10.5 0.0 
和歌山 64.3 28.6 。。 0.0 7.1 ⑮ 66.7 26.7 0.0 0.0 6.7 
鳥取 88.4 4.7 2.6 2.6 1.7 86.2 5.1 3.3 2.2 3.3 
島根 78.9 9.4 6.0 3.0 2.7 74.4 10.8 7.8 3.0 4.0 
岡山 75.5 13.5 6.3 2.1 2.6 67.0 20.4 6.3 4.7 1.6 
広島 57.6 17.9 9.3 7.1 8.1 ⑭ ⑩ 59.0 18.9 8.2 6.8 7.1 山口 74.4 8.4 5.2 5.6 6.4 66.8 11.9 6.6 5.9 8.7 
4恵島 66.7 13.3 。。 6.7 13.3 ⑦ 77.3 4.5 4.5 4.5 9.1 ⑮ 
香川 76.4 9.1 1.8 7.3 5.5 43.0 4.0 3.3 7.3 42.4 ② 
愛媛 59.6 1.4 4.4 7.0 17.5 ④ 57.9 5.3 7.9 7.9 21.1 ⑥ 
高知 88.9 0.0 11.1 0.0 。。 97.5 2.5 0.0 0.0 0.0 
福陪 73.9 8.5 5.6 2.7 9.3 ⑩ 63.2 14.3 7.0 3.6 11.8 ⑬ 
佐賀 76.8 7.7 5.3 4.3 5.9 ⑮ 65.8 13.1 5.9 3.9 11.4 ⑮ 
長崎 74.1 12.1 6.9 5.2 1.7 65.3 14.7 8.4 5.3 6.3 
熊本 86.2 5.8 4.2 0.8 3.1 67.5 15.0 5.9 3.3 8.3 
大分 77.1 7.2 6.1 3.6 6.1 ⑮ 78.1 8.3 4.4 3.3 5.9 
宮崎 71.2 6.8 8.5 5.1 8.5 ⑫ 50.5 15.8 10.5 6.3 16.8 ⑦ 
鹿児島 40.5 13.1 13.1 13.1 20.2 ③ 35.1 16.2 13.5 12.6 22.5 ⑤ 
資料:~平成 17年集落営祭実態調査報告書~ 2006年、f集落営農実態議室霊結巣の概要.!(平成21年2月18現在)、農水省ホームページ。
制度変革下における集務営農の展開構造 佐賀県の事例から 9 
表6 構成農家数70戸以上の集落営農数とその割合
全国農業 2005 2009 
地域・ 構成農家数 同左 同左 構成農家数 間左 間在
都道府県 70戸以上の 龍合 よ位 70戸以上の 割合 上位
集落営農数 251:立 集落営農数 25位
全国 1212 12.0 1588 11.8 
北海道 ヰ 1.0 5 1.7 
都府県 1208 12.5 1583 12.0 
東北 245 15.1 359 12.0 
北韓 135 7.1 127 6.1 
関東・東山 136 29.4 209 23.0 
東海 200 26.6 195 24.8 
近畿 166 10.5 208 11.8 
中闇 95 6.0 105 6.1 
由闇 27 14.0 71 19.3 
九州 201 13.0 305 12.1 
沖縄 3 50.0 4 66.7 
青森 36 32.1 ⑤ 39 19.9 ⑪ 
岩手 29 7.9 52 9.0 
宮城 98 21.4 ⑬ 122 17.3 ⑮ 
手火田 20 6.0 20 2.8 
山形 33 14.7 ⑪ 72 17.1 ⑮ 
福島 29 22.5 ⑪ 54 15.1 ⑬ 
茨城 36 22.2 ⑫ ⑮ 19 12.5 ⑫ 栃木 4 15.4 5 2.8 
群馬 9 31.0 ⑥ 20 16.1 ⑪ 
埼玉 9 29.0 ⑦ 31 33.3 ⑤ 
子葉 6 19.4 ⑬ 15 24.2 ⑨ 
東京 。 。
神奈川 。 。
新潟 26 7.5 38 6.9 
富山 65 7.8 46 6.2 
石)11 14 5.6 10 3.9 
福井 30 6.3 33 6.2 
山梨 。0.0 。0.0 
長野 72 39.6 ③ 119 40.5 ④ ⑦ 岐阜 85 28.1 ⑧ 87 28.8 
静罷 6 60.0 ② 6 66.7 ② 
愛知 62 24.0 ⑮ 54 24.3 ⑧ 
三重 47 25.7 ⑨ 48 18.9 ⑫ 
滋賞 61 7.3 76 9.5 ⑮ 
京都 24 15.8 ⑩ 35 18.2 ⑬ 
大阪 21 100.0 ① 2 100.0 ① 
兵康 75 13.1 89 12.1 
奈良 2 18.2 ⑮ 4 21.1 ⑩ 
和歌山 2 14.3 ⑫ 2 13.3 ⑫ 
鳥取 21 9.0 24 8.7 
島根 7 2.1 1 2.8 
関山 16 8.3 15 7.9 
広島 29 5.0 28 4.9 
山口 22 8.8 27 9.4 
徳島 3 20.0 ⑮ 3 13.6 ⑮ 
香川 3 5.5 48 31.8 ⑥ 
愛媛 20 17.5 ⑩ 20 17.5 ⑭ 
高知 1.1 。0.0 
福岡 87 18.0 ⑪ 97 15.1 ⑩ 
佐賀 37 11.5 ⑮ 81 12.2 @ 
長崎 7 12.1 ⑮ 6 6.3 
熊本 20 7.7 30 6.5 
大分 20 7.2 22 4.8 
宮崎 19 32.2 ④ @ 54 56.8 ③ 鹿児島 1 13.1 15 13.5 ⑪ 
資料:表5に同じ。
? ??
小林恒夫
表7 1集藩営震当たりの経営菌積および農作業受託面積の変化
①1集落雷農当たりの経営面積の変化 ②1集落営農当たりの農作業受託面積の変化
会国農業 j 2α06 2009 2006 2009 
地域経営耕地 営1集農落の 同友 経営耕地 1集溶 同友 農作業 1集落 問左 同左都道府県面積 上位 荷積 営農の 上位 受託逝積 営農の 上位 上位
平均経営 15位 平均経営 10{立 平均農作業 10位 10イ立
耕地面積 耕地菌積 受託面積
北海道 68096 191 58252 202 7760 21.7 
都府県 183728 18 319653 24 100409 9.9 
東北 42340 24 99208 33 22482 12.5 
北陵 37020 19 43188 21 12764 6.5 
関東"東山 18381 38 39163 43 3964 8.2 
東海 12973 17 17971 23 8582 11.1 
近畿 20276 13 20151 1 10795 6.7 
中国 20871 13 21532 12 8829 5.6 
四国 7682 32 10340 28 894 3.7 6.0 
九州 23424 14 67315 27 31984 19.1 26811 10.6 
j中綿 761 127 785 131 115 19.2 1481 24.7 
青森 5386 44 ⑥ 13038 67 ③ 3108 25.3 匂) 9.2 世⑤9 岩手 8450 22 17491 30 3545 9.3 11255 19.4 
宮城 11575 22 25617 36 ⑨ 3834 7.2 4258 6.0 
秋田 6440 18 21036 29 5703 15.8 3865 5.4 
山形 4752 22 12313 29 4673 21.2 ⑥ 12532 29.8 ② 
福島 5737 34 ⑧ 9713 27 1619 9.6 2803 7.9 
茨城 4365 28 @ 4497 30 1070 6.9 1229 8.1 
栃木 1217 39 ⑦ 5776 32 514 16.6 935 5.2 
群馬 874 26 ⑫ 4335 35 80 2.4 37801J 1 2.4 埼玉 837 23 ⑮ 4498 48 ⑥ 149 4.1 8.2 
千葉 702 17 1212 20 743 18.1 ⑨ 1184 0 19.1 ⑦ 
東京 。 。
神奈川 。 。
36605; j 新潟 7792 22 11753 21 2771 7.8 6.6 
富山 15147 18 16677 23 5570 6.5 4.6 
石川 1802 7 3289 13 2854 11.1 2245 8.8 
福井 12279 26 ⑬ 11469 22 1569 3.3 1654 3.1 
山梨 10 5 10 5 16 8.0 16 8.0 
長野 10376 56 ③ 18835 64 ④ 1392 7.5 2589 8.8 
岐阜 3631 12 5674 19 5625 18.7 ⑧ 3647 12.1 ⑨ 
静岡 337 34 ⑨ 351 39 ⑧ 1 1.1 14 1.6 
愛知 5194 20 6459 29 504 1.9 563 2.5 
三重 3811 19 5487 22 2442 12.0 2785 11.0 ⑪ 
滋賀 13011 16 12475 16 4888 5.9 3.5 
京都 751 5 1005 5 1106 7.0 1245 6.5 
大阪 92 46 ⑤ 92 46 ⑦ 18 9.0 17 8.5 
兵庫 6239 11 6301 9 4274 7.2 4652 6.3 
奈良 183 17 277 15 91 8.3 171 9.0 
和歌山 。 。 。 418 29.9 ① 407 27.1 ③ 
鳥取 2963 12 3098 11 1833 7.5 
21 叩お94 1 l 6.9 島根 3251 9 3762 9 2373 6.8 6.0 
岡山 2956 17 2157 11 392 2.2 931 4.9 
広島 9076 16 9177 16 1510 2.6 1655 2.9 
山口 2625 11 3338 12 2721 11.2 2858 10.0 ⑫ 
徳島 3 。 46 2 182 12.1 215 9.8 ⑬ 
苦手)1 996 15 4184 28 233 3.5 8.0 
愛媛 6533 55 ④ 5967 52 ⑤ 274 2.3 391 3.4 
高知 150 3 143 2 205 4.8 385 4.8 
議岡 6437 12 20194 31 13748 25.8 ③ 7271 11.3 ⑮ 
佐賀 1646 5 23295 35 ⑩ 9692 29.2 ② 6298
1 
9.5 ⑮ 
長崎 736 12 1353 14 516 8.6 19.4 ⑥ 
熊本 6496 25 ⑭ 15118 33 4413 16.8 5254 1.4 
大分 5110 15 3834 8 1789 5.4 3481 7.6 
宮崎 1932 28 ⑩ 2238 24 410 5.9 632 6.7 
鹿児島 1067 13 1283 12 い蜘制 1416 16.9 ⑬ 2035 18.3 をむ
資料・表2にi弓じ。
制度変革下における集洛営農の皮肉構造 ー佼賀県の事例から
表8 1集落営農当たりの経営耕地面積十農作業受託菌醸の変化
全間農業 2006 2009 
地域・ 経営耕地 1集落首農 問友 経営耕地 1集落営農 同左
都道前県 +農作業 平均 上位 十農作業
平開左均面積
上位
受託商積 陪左面積 15f:立 受託面積 10位
北海道 75856 212.5 72401 250.5 
都府県 284137 28.1 429374 32.7 
東北 64822 36.2 135718 45.5 
北陸 49784 25.5 54185 .26.1 
関東・東山 22345 46.1 46178 50.9 
東海 21555 27.8 24980 31.7 
近畿 31071 19.3 29444 16.7 
中国 29700 18.7 31269 18.1 
羽田 8576 35.4 12541 34.1 
九州 55408 33.1 94126 37.3 
沖縄 876 146.0 933 155.5 
青森 8494 69.1 ③ 14835 75.7 ③ ⑨岩手 11995 31.3 28746 49.5 
宮城 15409 28.7 29875 42.4 
秋田 12143 33.6 24901 34.5 
山形 9425 42.8 ⑨ 24845 59.0 ⑤ 
福島 7356 43.5 ⑧ 12516 35.1 
茨城 5435 34.8 ⑬ 5726 37.7 
栃木 1731 55.8 ⑥ 6711 37.1 
群馬 954 28.1 4636 37.4 
埼玉 986 27.4 5259 56.5 ⑥ 
千葉 1445 35.2 ⑫ 2396 38.6 
東京 。
神奈川 。
新潟 10563 29.6 15418 27.9 
富山 20717 24.1 20110 27.1 
石)11 4656 18.1 5534 21β 
指井 13848 28.8 13123 24.8 
山梨 26 13.0 26 13.0 
長野 11768 63.6 ④ 21424 72.9 ④ 
岐皐 9256 30.8 9321 30.9 
静岡 348 34.8 ⑭ 365 40.6 
愛知 5698 21.8 7022 31.6 
三重 6253 30.7 8272 32.6 
滋賀 17899 21.6 15276 19.1 
京都 1857 11.7 2250 11.7 
大阪 110 55.0 ⑦ 109 54.5 ⑧ 
兵庫 10513 17.8 10953 14.8 
奈良 274 24.9 448 23.6 
和歌山 418 29.9 408 27.2 
轟耳R 4796 19.5 5007 18.2 
島根 5624 16.0 6146 15.4 
岡山 3348 18.9 3088 16.2 
広島 10586 18.5 10832 18.8 
山口 5346 21.9 6196 21.7 
徳島 185 12.3 261 11.9 
香川 1229 18.6 5394 35.7 
愛媛 6807 57.7 ⑤ 6358 55.8 ⑦ 
高知 355 8.3 528 6.5 
福間 20185 37.9 ⑪ 27465 42.8 
佐賀 11338 34.2 ⑮ 29593 44.4 ⑩ 
長崎 1252 20.9 3193 33.6 
熊本 10909 41.5 ⑮ 20372 44.4 
大分 6899 20.7 7315 16.0 
宮崎 2342 33.5 2870 30.2 
鹿児島 2483 29.6 3318 29.9 
資料:r平成18年集落営農実態調護報告書.12007年J集落営農実態調査結果の概要j
(平成21年2月1臼現在)、農水省ホームページ。
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表9 経営面積が100haを超える集落営農数およびその割合の変化
全国農業 2∞5 2∞9 
地域・ 経営面積 同左 同友 経書面積 同左 向左
都道府県 100ha以上 都合 上位 100ha以上 割合 上位
集落営農数 101.立 集落堂農数 10位
北海道 233 58.8 143 49.5 
都府県 184 1.9 357 2.7 
東北 68 4.2 127 4.3 
北陸 30 1.6 14 0.7 
関東繍東山 29 6.3 64 7.0 
東海 11 1.5 31 3.9 
近畿 8 0.5 3 0.2 
中国 5 0.3 7 0.4 
四国 15 7.8 29 7.9 
九州 16 1.0 80 3.2 
沖縄 2 33.3 2 33.3 
青森 10 8.9 ⑥ 23 11.7 ⑤ 
岩手 8 2.2 22 3.8 
宮城 12 2.6 36 5.1 
秋田 21 6.3 ⑨ 9 1.2 
山形 7 3.1 26 6.2 ⑧ 
福島 10 7.8 ⑦ 1 3.1 
茨城 5 3.1 4 2.6 
栃木 。0.0 4 2.2 
群馬 。0.0 2 1.6 
埼玉 。0.0 9 9.7 ⑦ 
千葉 。0.0 1.6 
東京 。
神奈川 。
新潟 5 1.4 4 0.7 
富山 12 1.4 5 0.7 
右川 。0.0 。 0.0 
福井 13 2.7 ら 0.9 
山梨 。。 。 0.0 
長野 24 13.19 ③ 44 15.0 ④ 
岐阜 3 1.0 1 3.6 
静岡 10.0 ⑤ 11.1 ⑥ 
愛知 2 0.8 12 5.4 
コ重 5 2.7 7 2.8 
滋賀 3 0.4 3 0.4 
京都 5 3.3 ⑩ 。 0.0 
大阪 。。 。 0.0 
兵庫 。0.0 。 0.0 
奈良 。0.0 。 0.0 
和歌山 。0.0 。 0.0 
鳥取 0.4 。 0.0 
島根 0.3 2 0.5 
間山 。0.0 0.5 
広島 0.2 。 0.0 
山口 2 0.8 4 1.4 
徳島 。。 。 0.0 
香川 。0.0 9 6.0 ⑨ 
愛媛 15 13.16 ④ 20 17.5 ③ 
高知 。0.0 。 0.0 
福間 8 1.7 29 4.5 
イ左翼 。0.0 37 5.6 ⑮ 
長崎 。0.0 。。
熊本 0.4 1 2.4 
大分 0.4 0.2 
吉崎 4 6.8 ⑧ 1.1 
鹿児島 2 2.4 0.9 
資料:表5に同じ。
表10 水由経営所得安定対策加入集落堂農
組織の平均経営面積(ha、2008年)
全国農業 経平詰均 同左
地域道・ 上位
都府県 菌積 10伎
北海道 56.3 
都府県 36.5 
東北
北陸
関東・東山
東海
近畿
中匿
四霞
九州
沖縄
青森 72.1 ① 
岩手 50.8 ⑥ 
宮城 49.0 ⑨ 
秋田 36.7 
山形 71.4 ② 
福島 23.9 
茨城 31.5 
栃木 33.5 
群馬 36.1 
埼玉 49.9 ⑧ 
千葉 29.6 
東京
神奈川
新潟 27.3 
富山 25.6 
右川 21.0 
福井 20.0 
山梨
長野 57.8 ③ 
岐阜 31.9 
静開
愛知 38.3 
三重 19.5 
滋費 14.5 
京都 9.9 
大阪
兵庫 14.5 
奈良 12.9 
和歌山
鳥取 16.1 
鳥根 21.9 
間山 17.5 
広鳥 13.8 
山口 20.5 
徳島
香川 54.3 ⑤ 
愛媛 19.8 
高知
福岡 43.4 
佐賀 50.4 ⑦ 
長崎 28.6 
熊本 44.1 ⑩ 
大分 20.4 
宮崎
鹿児島 186 
資料:W平成20年産水83.畑作経営所得安
定対策加入申請状況.1(平成20年8
悶29日改訂)、農水省ホームページ。
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表11 現況又は閤標集積菌積割合2/3以上
集落営農数とその欝合(2009年)
全麗農業 集落 両左 間左
地域・ 営農数 割合 上位
都道府県 10位
全臨 6565 48.9 
北海道 97 33.6 
都府際 6468 49.2 
東北 1256 42.1 
北陸 1163 55.9 
関東・東山 380 41.9 
東海 396 50.3 
近畿 863 48.8 
中闇 947 54.9 
四国 163 44.3 
九州 1296 51.3 
沖縄 4 66.7 
青森 57 29.1 
岩手 295 50.8 
宮城 237 33.6 
秋自 314 43.6 
山形 170 40.4 
福島 183 51.3 
茨城 68 44.7 
栃木 86 47.5 
群馬 48 38.7 
埼玉 30 32.3 
子葉 22 35.5 
東京
神奈川
新潟 276 50.0 
富山 419 56.5 ⑨ 
右)1 120 46.9 
福井 348 65.7 ④ 
山梨 。0.0 
長野 126 42.9 
岐阜 131 43.4 
静岡 3 33.3 
愛知 140 63.1 ⑤ 
三重 122 48.0 
滋賀 456 56.9 ⑧ 
京都 54 28.1 
大阪 50.0 
兵庫 332 45.0 
奈良 15 78.9 ① 
和歌山 5 33.3 
鳥取 113 41.1 
島根 224 56.3 ⑩ 
踊山 88 46.1 
出島 355 61.6 ⑥ 
山口 167 58.4 ⑦ 
纏島 6 27.3 
香川 67 44.4 
愛媛 56 49.1 
高知 34 42.0 
福岡 308 48.0 
佐賀 493 74.0 ② 
長崎 22 23.2 
熊本 220 47.9 
大分 176 38.5 
宮崎 34 35.8 
鹿児島 43 38.7 
資料:r集落書言農実態調査結果の概要J
(平成21年2月1日現夜)、
農水省ホームページ。
表12 集落内の総耕地面積に占める集積酷積割合が80%
以上の集落営農数とその割合
全盟農業 2005 2009 
地域・ 集落営農 同左 向左 集落営農 間在 !湾友
都道府県 数 割合 上位 数 割合 上位
15{立 6イ立
全国 2493 24.8 3142 23.4 
北海道 78 19.7 49 17.0 
都府県 2415 25.0 3093 23.5 
東北 223 13.7 544 18.2 
ゴヒ睦 597 31.2 556 26.7 
関東・東山 79 17.1 157 17.3 
東海 182 24.2 212 26.9 
近畿 304 19.2 4∞ 22.6 
中国 601 37.9 508 29.4 
四国 66 34.2 99 26.9 
九州i 361 23.4 615 24.4 
沖縄 21 33.3 2 33.3 
脊森 17 15.2 17 8.7 
岩手 38 10.4 142 24.4 
宮城 1 2.4 123 17.4 
秋田 58 17.3 84 11.7 
山形 36 16.1 76 18.1 
福島 63 48.8 ② 102 28.6 
茨城 19 11.7 28 18.4 
栃木 51 19.2 34 18.8 
群馬 3.4 3 2.4 
埼玉 81 25.8 14 15.1 
千葉 3 9.7 4 6.5 
東京 。 。
神奈川 。 。
新潟 98 28.2 ⑭ 1∞ 18.1 
富山 248 29.6 ⑬ 260 35.1 ⑤ 
右)11 33 13.1 47 18.4 
撞井 218 45.8 ③ 149 28.1 
山梨 。0.0 。0.0 
長野 43 23.6 74 25.2 
岐阜 46 15.2 57 18.9 
静悶 。0.0 。0.0 
愛知 77 29.8 ⑫ 1∞ 45.0 ③ 
三重 59 32.2 ⑩ 55 21.7 
滋賀 183 22.0 171 21.3 
京都 25 16.4 19 9.9 
大阪 。0.0 50.0 ① 
兵庫 89 15.5 201 27.2 
奈良 51 45.5 ④ 6 31.6 
和歌山 21 14.3 2 13.3 
鳥取 55 23.6 56 20.4 
島根 117 35.3 ⑥ 102 25.6 
岡山 62 32.3 ⑨ 49 25.7 
忠島 286 49.3 ① 226 39.2 ④ 
山口 81 32.4 75 26.2 
徳島 21 13.3 6 27調3
香川 22 40.0 ⑤ 38 25.2 
愛媛 40 35.1 ⑦ 36 31.6 
高知 21 22.2 19 23.5 
福間 131 27.2 ⑮ 140 21.8 
佐賀 99 30.7 ⑪ 306 45.9 ② 
長崎 81 13.8 7 7.4 
熊本 45 17.3 71 15.5 
大分 54 19.4 62 13.6 
宮崎 81 13.6 15 15.8 
鹿児島 16 19.0 14 12.6 
資料表5にi弓じ。
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表13 認定農業者とf主たる従事者jの存在状況
①認定農業者
全国農業 2005 
地域・ 農業集落 問左 同左 集落営農 同左
都道府県 内に認定 割合 上位 内に認定 割合
農業者の 20f:立 農業者の
いる集落 いる集落
営農数 議農数
全国 5886 58.5 5347 53.1 
北海道 391 98.7 388 98β 
都府県 5495 56.8 4959 51.3 
東北 1424 87.7 1358 83.6 
北陸 890 46.5 761 39.8 
関東 R東山 338 73.0 328 70.8 
東海 345 45.8 330 43.8 
近畿 483 30.5 399 25.2 
中国 596 37.6 514 32.4 
四国 141 73.1 111 57.5 
九州 1273 82.4 1153 74.6 
沖縄 5 83.3 5 83.3 
青森 95 84.8 ⑬ 80 71.4 
岩手 331 90.2 ⑦ 321 87.5 
宮城 436 95.4 ③ 424 92.8 
秋田 265 79.1 247 73.7 
山形 186 83.0 ⑮ 175 78.1 
福島 111 86.0 ⑪ 111 86.0 
茨城 98 60.5 94 58.0 
栃木 26 1∞.0 25 96.2 
群馬 23 79.3 ⑩ 22 75.9 
埼玉 17 54β 17 54.8 
千葉 26 83.9 ⑩ 25 80.6 
東京 。 。
神奈川 。 。
新潟 248 71.5 243 70.0 
富山 326 38.9 243 29.0 
石川 160 63.5 151 59.9 
福井 156 32.8 124 26.1 
山梨 21 1∞.0 ① 21 100.0 
長野 146 80.2 ⑫ 1招 78.6 
出支皐 125 41.4 113 37.4 
静岡 8 80.0 ⑮ 6 60.0 
愛知 108 41.9 107 41.5 
コ重 104 56.8 104 56.8 
j語翼 293 35.2 238 28.6 
京都 51 33.6 48 31.6 
大阪 21 1∞o 21 100.0 
兵庫 117 20.4 91 15.9 
奈良 7 63.6 7 63.6 
和歌山 13 92.9 ④ 13 92.9 
鳥取 110 47.2 106 45.5 
島根 117 35.3 105 31.7 
陪山 135 70.3 131 68.2 
広島 141 24.3 78 13.4 
山司 93 37.2 94 37.6 
徳島 8 53.3 7 46.7 
香川 24 43.6 21 38.2 
愛媛 104 91.2 ⑥ 79 69.3 
高知 5 55.6 4 44.4 
福岡 383 79.5 ⑮ 370 76.8 
f在翼 244 75.5 240 74.3 
長崎 51 87.9 ⑧ 52 89.7 
熊本 228 87.7 ⑨ 186 71.5 
大分 239 85.7 ⑫ 183 65.6 
宮崎 51 86.4 ⑩ 49 83.1 
鹿児島 77 91.7 ⑤ 73 86.9 
資料:表5に同じ。
②主たる従事者の存在状況
2005 
間左 主たる 同左 問左 主たる
上位 従事者は 害1]合 上位 従事者は
20位 はいない 10イ立 はいない
築港営農 集落営農
数 数
4637 46.1 2973 
54 13.6 48 
4583 47.4 2925 
365 22.5 387 
1280 66.9 420 
99 21.4 87 
228 30.3 171 
803 50.7 642 
947 59.7 775 
81 42.0 73 
780 50.5 370 。0.0 。
⑮ 。0.0 4 
⑦ 71 19.3 47 
⑤ 61 13.3 118 
⑩ 125 37.3 34 
⑭ 79 35.3 57 
⑨ 29 22.5 127 
52 32.1 16 
③ 3.8 3 
⑮ 24 82.8 ⑤ 13 
16 51.6 17 
⑫ 6 19.4 4 。 。。 。
97 28.0 65 
647 77.3 ⑦ 237 
237 94.0 ① 52 
299 62.8 ⑨ 66 
① 。0.0 。
⑬ 。。 34 
21 7.0 18 。0.0 。
142 5β 118 
65 35.5 35 
492 59.1 ⑩ 320 
39 25.7 48 
21 100.0 
260 45.4 259 
3 27.3 。
④ 7 50.0 14 
217 93.1 ③ 196 
164 49.5 139 
36 18.8 22 
466 80.3 ⑥ 374 
64 25.6 44 
1 73.3 ⑧ 10 
15 27.3 6 
55 48.2 51 。0.0 6 
⑮ 452 93.8 ② 162 
⑪ 75 23.2 23 
⑥ 58 100.0 26 
⑬ 122 46.9 45 
2 0.7 55 
⑪ 53 89.8 ⑧ 54 
⑧ 18 21.4 5 
2α09 
間在 間左
割合 上位
101.立
2.1 
16.6 
22.2 
13.0 
20.2 
9.6 
21.7 
36.3 
44.9 
19.8 
14.7 。
2.0 
8.1 
16.7 
4.7 
13.5 
35.6 ⑨ 
10.5 
1.7 
10.5 
18.3 
6.5 
1.8 
32.0 
20.3 
12.5 
0.0 
11.6 
6.0 
0.0 
53.2 ⑤ 
13.8 
40.0 ⑧ 
25.0 
50.0 
35.1 ⑩ 。
93.3 ① 
71.3 ② 
34.9 
1.5 
64.9 ③ 
15.4 
45.5 ⑥ 
4.0 
44.7 ⑦ 
7.4 
25.2 
3.5 
27.4 
9.8 
12.0 
56.8 ④ 
4.5 
制度変革下における集落常炭の展開構造 一佐賀県の事例から 15 
表14 オペレーターの人数剖集落営農数割合(2005年)
全域国農業 実数 構成比 上位l順位
土也 いない 1-4人 5-9人 10人 いない 1-4人 5-9人 10人 参考 5人 10人都道府県 以上 以上 5人以上 以上 以上
全国 2594 3099 2672 1698 25.8 30.8 26.6 16.9 43.4 
北海道 55 92 115 134 13.9 23.2 29.0 33.8 62.9 
都府県 2539 3007 2557 1564 26.3 31.1 26.5 16.2 42.6 
東北 310 554 435 325 19.1 34.1 26.8 20.0 46.8 
北陸 460 491 569 392 24.1 25.7 29.8 20.5 50.3 
関東・東山 90 134 123 116 19.4 28.9 26.6 25.1 51.6 
東海 229 323 148 53 30.4 42.9 19.7 7.0 26.7 
近畿 654 328 331 272 41.3 20.7 20.9 17.2 38.0 
中国 498 516 409 163 31.4 32.5 25.8 10.3 36.1 
四国 81 64 34 14 42.0 33.2 17.6 7.3 24.9 
九州、i 217 591 508 229 14.0 38.3 32.9 14.8 47.7 
沖縄 。 6 。 。0.0 100.0 。 0.0 0.0 
青森 。 37 30 45 0.0 33.0 26.8 40.2 67.0 ② 
岩手 80 124 132 31 21.8 33.8 36.0 8.4 44.4 
宮城 41 207 124 85 9.0 45.3 27.1 18.6 45.7 ⑭ 
秋田 157 88 61 29 46.9 26.3 18.2 8.7 26.9 
山形 33 62 128 0.4 14.7 27.7 57.1 84.8 ① ① 
福島 31 65 26 7 24闘O 50.4 20.2 5.4 25.6 
茨城 56 35 33 38 34.6 21.6 20.4 23.5 43.8 ⑩ 
栃木 10 9 6 3.8 38.5 34.6 23.1 57.7 ⑧ ⑪ 
群馬 2 11 8 8 6.9 37.9 27.6 27.6 55.2 ⑥ 
埼玉 11 10 5 5 35.5 32.3 16.1 16.1 32.3 
千葉 。 11 15 5 0.0 35.5 48.4 16.1 64.5 ④ 
東京 。 。 。 。 0.0 
神奈川 。 。 。 。 0.0 
新j詩 9 125 128 85 2.6 36.0 36.9 24.5 61.4 ⑥ ⑨ 
富山 269 149 191 228 32.1 17.8 22.8 27.2 50.1 ⑦ 
右JlI 58 81 92 21 23.0 32.1 36.5 8.3 44.8 
福井 124 136 158 58 26.1 28.6 33.2 . 12.2 45.4 
山梨 。 。50.0 0.0 50.0 0.0 50.0 
長野 19 57 52 54 10.4 31.3 28.6 29.7 58.2 ⑦ ⑤ 
破皐 14 150 99 39 4.6 49.7 32.8 12.9 45.7 
静岡 2 5 2 20.0 10.0 50.0 20.0 70.0 ③ ⑫ 
愛知 144 90 18 6 55.8 34.9 7.0 2.3 9.3 
三重 69 82 26 6 37.7 44.8 14.2 3.3 17.5 
滋賀 414 133 137 149 49.7 16.0 16.4 17.9 34.3 ⑮ 
京都 56 36 43 17 36.8 23.7 28.3 11.2 39.5 
大阪 2 。 。 。100.0 0.0 。“O 0.0 0.0 
兵庫 168 157 147 101 29.3 27.4 25.7 17.6 43.3 
奈良 2 4 4 9.1 18.2 36.4 36.4 72.7 ② ③ 
和歌山 13 。 。 92.9 0.0 0.0 7.1 7.1 
鳥取 59 97 55 22 25.3 41.6 23.6 9.4 33.0 
島根 42 134 115 40 12.7 40.5 34.7 12.1 46.8 
岡山 35 71 63 23 18.2 37.0 32.8 12.0 44.8 
広島 308 141 82 49 53.1 24.3 14.1 8.4 22.6 
山口 54 73 94 29 21.6 29.2 37.6 11.6 49.2 
徳島 。 10 5 。0.0 66.7 33.3 。 33.3 
香川 11 26 1 7 20.0 47.3 20.0 12.7 32.7 
愛媛 69 22 16 7 60.5 19.3 14.0 6.1 20.2 
高知 6 2 。11.1 66.7 22.2 0.0 22.2 
諸問 19 159 181 123 3.9 33.0 37.6 25.5 63.1 ⑤ ⑧ 
佐賀 74 66 119 64 22.9 20.4 36.8 19.8 56.7 ⑨ ⑮ 
長崎 14 31 1 2 24.1 53.4 19.0 3.4 22.4 
熊本 37 137 71 15 14.2 52.7 27.3 5.8 33.1 
大分 29 147 87 16 10.4 52.7 31.2 5.7 36.9 
宮崎 26 17 14 2 44.1 28.8 23.7 3.4 27.1 
鹿児島 18 34 25 7 21.4 40.5 29.8 8.3 38.1 
資料:t集落営農実態諮査報告書J農水省、 2007年。
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2.検討対象事例の概要
表15のとおりである。
表15 対象事例の棚聾
組織名 中村築落営長室組合 小松共向機械利用組合 吉野ヶ塁中部営E量生産組合 塁塁率組合法人行合野
所在地 佐賀市東与賀町 佐賀市蓬j也田T 吉野ヶE豊田7 唐津市北波多
立地条件 平塩水沼地域 平坦水隠地域 平坦水白地域 中間地域
関係集落数 H義落 2集落(小松・堂地) 7集落 1集落
集落の農家数(設立年) 33戸 25戸(20戸+5戸) 98戸 20戸
構成農家数(設立年) 33戸 25戸(20戸+5戸) 98戸 20戸
母体組織(設立年) コンバイン組合(1978年) なし なし コンバイン絡会(1997年)
設立年月 2006年8月 2004年7月 2006年6月 2006年9月
設立の契機 経営安定対策等大綱(05年)米政策改革(2∞3年) 経営安定対策等大鱗(05年)経営安定対策等大綱(05年)
農事組合法人
企業形態 任意綴織 任意組織 任意組織 特定農業法人
認定農業者
構成員内の認定農業者数 9人 3入 なし
活動内容
収穫作業の共同化(オヘ。レ一世一 トラクター以外の機械作業の 収穫作業の共同化(オイレ-'J-全作業の共同化(オヘ。レ一世一)
共間化(オヘ。レー 舎一)
所管の耕地(水隠)頭務 70ha 43ha (33ha+ 10ha) 140ha 17ha 
構成員農家の農地の分布 集落内40ha、集落外30ha ほ!ぎ集落エリア内 ほ!まライスセンターエリア内 集落エリア外に約31iIJ
稲 ウルチ米31.8ha ウルチ米16.3ha ウルチ米20.3ha 普通稲6.8、飼料穏10.4
作物 モチ米15.9ha モチ米12.2ha モチ米76.1ha 飼料米0.6ha
作付商務 麦 大麦50.5、小麦10.9ha 大麦31.6，小麦10.7ha 大麦50、小麦50ha 16.7ha 
(2009年度)大豆 16町1ha 48ha なし
その他 タマネギ0.1ha タマネギ0.9、ソI'I1.3ha 
大豆栽t音:方式 IBT単位での集落肉ハ。イプライン 集落単伎のブロッウロー テー ション 集落単位のプロッ知一子ー ション
ごとのプロッウロー テー シ主ン
収穫物(作物)配分方法 耕作地ごとの出来高配分 麦・大Rブール計算 耕作地ごとの出来高配分 全作物プール計算
米.耕作地ごとの出来高配分
共悶 オペレータ数 男性25人 男f生14人 男性55人 男性8人
作業米麦 機助作業員数 男性10人 男性14人、女性14人 男性5人 男性12入、女性5人
体制大受作業出役者数 男性6人 男性14人 男性25人 なし
所得政策における
9人(イチコー 等方程設冨芸農家) 2人(候補者) 3入(仔ゴ農家〕
4人
主たる従事者数 (米麦大主主、基イチ本コー橋農懇家) (経営改善計画認定申議謬)
その目標農業所得額 500(2人)-800万円(7人) 440万円(市 ) 500万円 800万円(市基本機怨)
3.機械利用組合を核とした集落営農の展開
一中村集落営農組合(佐賀市東与賀町)一
( 1 )地域概況と集落農業の推移
中村集落は明治初年までにできあがった有明
海の古い干拓地=揚(あげ)に立地する。 2009
年現在農家数は32戸で l戸平均経営耕地面積は
263aと大きく (2005年農業センサスで県内2番
目)、干拓地農業の典型例を示している。
1970年の米減反を契機に翌年に3戸の農家が
集落で初めてイチゴ作を開始し、また74年には
もう 1戸もイチゴ作を始め、次いで県営圏場整
事業が完了した1976年を待って77句三には更に
4戸がイチゴ作に加わり、ここに8戸のイチゴ
作農家がそろった。
また園場整備を契機に麦作も伸びた。
(2 )集落営農組合結成前史
ーライスセンターの設置と機械利用組合の活動-
1978年にライスセンターが設置された際に、
ライスセンターが関係3集落の自主運営であっ
たため、ライスセンターのオペレーター要員と
して男子を出した農家が自家での稲麦の収穫作
業が関難となるという事態に遭遇した。それに
対しライスセンターに男子を出した農家の分も
含めてその他の者たちが共同作業を組み自他と
もに収穫作業を済ませることができる仕組みと
してコンパインの共同作業組織を立ち上げるこ
ととなった。これが中村機械利用組合である。
当初の参加農家数は27戸であったが、徐々に増
え最終的には2戸を除いた30戸のほぼ「集落ぐ
るみJの組織となって現在に至っている。
(3)機械利用組合の活動内容
現在の機械利用組合の組織と活動の概要は図
3のようであり、当初と基本的に変わりない。
特徴はコンパインを共同所有し、米麦の収穫
作業を行うことである。具体的には、農家数が
30戸と比較的多く、また経営耕地面積も70ha
を上回って比較的多いため、 6~9戸、 10 ~ 
15haほどの規模の班を4つ組織し、班ごとに作
業と会計を行う体制をとっている。
一方、転作は平成12(2000)年まではパラ転
であったが、 2001年から施設以外は大豆の団地
を形成し、また2002年からはIHT一円で、農業用水
路パイプライン単位での大草作のブロックロー
テーションが開始された。そして大豆の収穫作
業はブロックローテーションの開始と併せて町
一円で組織された複数の大豆作組合が行い、機
械利用組合とは別個の組織で、行われている。
制度変革下における衆溶j尚昆の展開構造 一佐賀県の事例から一
3.対象事例の位置菌
検討対象地域の立地状況を図2に示した。
ぐ安
農事組合法人
行合野
w 
菌2 対象事例の位嵩図
資料:r2000年世界農林業センサス農業集落カード(佐賀県).1農林統計協会。
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表16 中村集落の農家と農業の推移 (単位:戸， a，台，人)
1960 1970 1980 1990 2000 2005 
農家数 専業(男子生産年指主人町、いる専業) 28 11 8 (8) 11 (10) 9 (7) 7 (6) 
(専兼自1]) 第 I種兼業 13 27 23 18 7 7 
第ロ種兼業 7 13 7 7 18 18 
農家数 主業 14 12 
(主的l業部) 準主業 11 10 
長IJ業的 9 10 
非農家数(虫色戸数) 10 (61) 26 (64) 34 (70) 37 (72) 
7}C I万 7，026 7，700 7，856 8，550 7， 766 7，833 
経営耕地面積 対Il 183 60 2 7 32 
樹閑地 106 17 15 
7，026 7，690 7，173 6，617 5，805 5，342 
作物種類別 表類 5，057 5，158 7，782 7，507 3， 716 5，701 
収穫面積 立類 53 4 20 850 643 1，550 
野菜類 109 10 12 56 X 
施設|調芸 農家数 10 16 11 11 
面積 237 393 288 334 
農産物P1X売額第1{立 稲作 51 28 21 22 21 
の部門別農家数 施設関芸・施設野菜 9 15 10 9 
花き . l 
農業経営組織別
単|日|稲施設作m 関芸・ m施ω 設野ω菜ω ? -1一 13 8 農家数 { 一一一一一一 1 
複合経営(うち準単一複合) 34 (25) 35 (29) 19 (19) 24 (18) 
100万円未満(うち自給r球) 45 14 (-) 2(一) 1 (-) 4 (1) 
農産物販売 100'"'-'300万円 27 8 11 14 
金額131J農家数 300'"'-'500万円 3 8 6 7 5 
50'"'-'1，000万円 2 17 4 
1，000万円以上(うち1500方向以上) 5 (1) 13 (4) 10 (4) 
0.5ha未満 9 10 l 
経営1m:地規模日IJ
一一一一ーザ 一一一『一一ー
O. 5'"'-' 1. Oha 5 5 2 2 2 3 
農家数
一{一一
1. 0'"'-'2. Oha 18 21 17 12 12 1 一 一一一一一一
2.0'"'-'3.0ha 13 12 12 14 9 8 -ーー 一一一ー一一一一一一一一一ー一一一 一ー一一ー 一ー一一一一ー 一ー一一一一
10 (一)
ーー{ 田町四
3.0ha以ヒ(うち5ha以上) 3(・.) 3(…) 6 (…) 8 (-) 10 (1) 
借入水田のある 農家数 2 10 7 9 
農家数・面積 耐積 95 . 646 653 935 
*)1 転+~ .トラクター *JI:転機29 総数40 24・36 13・36 2・31 • 35 一一四一一 一 一一一一一一ー }一一一一}
稲作機械所有 江|植機 3 25 23 28 
合数(個人十 パインター
一一一一一一日一一}ー 一ー
22 9 . 
共有)
一ー ーー ーー一一一一ー }ー ーー一一一一ー 一ー一一一一一 一ー一一一一一一一一一一一世
自!日i型コンパイン 19 6 12 21 一一一一一一一一 戸一戸一一一 一}一一 一一一一一一 一ー一一一一ー
乾燥機 38 9 2 
米乾燥調製作業を|牒数 26 34 22 
請け負わせた 面積 2523 . . 
農家人口 ノ開J 126 133 (30) 108 (19) 94 (23) 86 (14) 66 (8) 
(うち15歳'"'-'29歳) 女 157 155 (39) 111 (26) 94 (23) 86 (12) 74(10) 
農業従事者数 男 67 53 62 51 
女 74 50 52 52 
農業就業人口 男 61 50 ( 9) 41 (5) 41 ( 4) 30 (一) 28 (2) 
(うち15歳'"'-'29歳) 女 73 72 (18) 47 (8) 47 ( 4) 42 (2) 39 (3) 
基幹的農業従事者数 男 57 45 37 38 23 20 
女 55 44 33 18 21 22 
農業専従者 男 39 ( 7) 36 ( 4) 34 ( 3) 20 ( -) 17 (一)
(うち15歳'"'-'29歳) 女 36 (10) 30 ( 3) 28 ( 1) 19 (一) 18 (-) 
農業専従者がし、る農家数 35 31 25 17 . 
資料:農林業センサス農業集落カード。
設‘ーは事実のないもの、 EE欄ないし...はI震呂なしか不聞のもの、 xは秘匿のもの。
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(4)中村集落営農組合への発展
以上のようなこれまでの機械利用組合(コンパ
イン組合)の活動を土台として、 2005年10月の
経営所得安定対策等大綱の発表を契機に2006年
8丹に集落農家全メンバーによる中村集落営農
組合を立ち上げた。機械利用組合はその一環と
しての下部組織という位置づけを持つ(留3を参
1i:賀県の司[19Uから
種ユメシズク10ha前後を「農地・水-環境保全
向上対策jの環境保全型営農活動(し、わゆる 2階
部分)として取り組み、 2009年は更に転作大豆
1 ha 分も環境保全型営農活動として取り組んだ。
なおユメシズクの環境保全型営農の取り組みは
全町的に行われている(町のユメシズクはすべて
環境保全型営農活動の対象)。
制度変現下における集落営農の展開構造
中村集落における農地・7./<.刷環境保全向上対
策の取組の推移
牛糞堆R~50トL
(問友センター)
???
?? ???
?
?
2007年度
2008年度
函4
2009年度
照)。
(5)耕畜連携と農地・水.l:農壌保全舟上対策と
地図靖報システムの活需
①耕畜連携
県行政の指導もあり、麦わらは水田にすき込
むようにしたが、稲わらは集落エリア39ha全面
積分を玄海町の和牛肥育農家に販売し、 JAから
つ堆肥センターから牛糞堆肥を購入している。
堆肥は2007年には100t、2008年と2009年に
は50t入れた。
②農地・水・環境保全向上対策
そして2007年に中村集落営農組合自体がエコ
ファーマーの資格を取得し、この堆肥投入およ
び化学農薬の削減によって2007年以持、水稲品
③地図情報システムの活用
干拓地造成によって水田が集落外の遠方の干
拓地へ拡大していった結果、今司では中村の農
家の経営耕地は集落エリア外に30ha(40%)も
存証するため、機械利用組合のオペレーターが
自分の耕地以外の班のメンバーの遠方の干拓地
の水田の場所を間違いなく把握する必要がある。
そこで、これらの水田の位置把握において中
村集落営農組合は普及センター作成の場所と作
物を示す地国情報システム(GIS)を活用してい
る。このGISは大豆団地の形成や稲わらの回収
(肥育農家が利用)の際にも活用されている。
???????????
????
中村総務鴬淡総合
1 2 
人人
???
1 4 
人人
???
1，000PJ 
800内
250PJ 
(11寺IHD
1，200fT] 
1，000内
2，000円
( 1日)
オヘ v-J寸寺司
補助員i時給
ト7ック1tt-上(1日)
15.7ha : 76. 9ha : 118，5ha I 19.3ha I ?????
?
7)qOilifl 
中村集落営農組合の組織機構(2008年度)臨3
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図5 作物作付状況(中村集落エリア分、 2009年夏作)
資料:組合資料。
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(6)構成員農家の概要
①構成員農家の概要
イチゴ等の施設圏芸農家が多く、彼らを中心
に現寂認定農業者が8人おり、彼らは全員、水
田経営所得安定対策申請の折に「主たる従事者j
として登録したメンバーでもある。またもとも
と経営耕地面積が比較的多かった上に近年の信
地の増加(表16および表17)が加わり現在4ha
を超える農家も5戸形成されている。
②機械利用組合の共同収穫作業への出役状況
機械利用組合の作業は、第4班以外は2人の
オペレーターがそれぞれ1台ずつ計2台のコン
パインを操作し、 1~2 人の補助者が収穫物を
トラックでライスセンターまで運搬するという
「協業と分業j体制で行われるが、これらの一連
の流れ作業(分業)には各班のほぼすべての農家
から男性が出役しており、「オペレーター制Jと
は言いながらも実態はほとんどの構成員農家か
らの出役による「全戸協業組織Jである。
各農家からの出役の程度を見ると、全体とし
ては耕作面積の多い農家からの出役が多く、耕
表17 中村集落の農家の摺聾(2008/2009年麓)
fJI 1塁 経営土井地酒絞 nï系世帯f~O 年f何事と就業状態 オベ等性i役
苦ilま 経営緋地 持'lIifl 世f住友姿 あとつぎ 父母 時間数
号主芽 (うちi迅 WH出 実 右往 表大
;j. I ff-借地) メIJ メIJ立
1 I 500( 85) 59A -58A 92F ，10 53 
2 I 360 (170) 76F -78E 47D…47D 21 23 
3 1 550 72A-71A 39D 50 531 18 
1 14 260 72F -671¥ 45A 45 53 
5 1 87 671¥-71A' 38D-38D '1 42 
6 1 91 81 F -74E 46D-47D 53 
7 1 50 48D…41E 73E 101 14 
8 1 26 711¥ -66A' 
9 1 66 63D -64D 16 
10 1 4，10 501¥-'j6A 781¥' -71A 38 42 
11 1 363 67A-651¥ 84F -94F 38 42 
2 1 2 29<j( 28) 56D~5ヨA' 27A 82F 38 42 
13 1 270 61A-59A 32D-34D -89F 38 40 
14 1 260 151 55A-531¥ 86F 38 38 
15 I 161 ( 84) 73F -70A' 45D -43 F 30 421113 
16 I 403 ( '14) 26 59D-57D 89F-84E 44 51 
17 1 316 64A-61A 34 1 50 
181 30'j 110 48B -46A 75A' 44 32 
3 119 267 48D-44D 77A' -741¥' 44 51 
20 85 76A' -67' 40D-39D 44 
21 230 48F…48A 21A 74A-72A 34 511166 
22 199 66A' -60，1' 43 51 
23 138 65D -'62E 37D <l4 21 
24 400 (170) 67C -62A' 35D 27 
25 253 ( 48) 51D-'j3D 78A' -751¥' 22 23 
26 1 209 63D 34F 93F 10 
4 127 197 50D 76E 14 1 12 129 
28 I 190( 40) 74A -72A 49 26 
29 1 188 71C-67C 40D 18 
30 58 831¥' -801¥' 6 
31 1 130 75A -72A 38D 
32 57 80F -74F 18D-48E 
ノト稲
244 
259 
284 
146 
158 
135 
150 
64 
30 
316 
216 
266 
109 
200 
67 
225 
194 
190 
175 
85 
70 
180 
113 
100 
104 
72 
166 
119 
172 
38 
59 
38 
作面積と出役時間数はほぼ比例する関係にある
が、一定面積の農家でも都合によりその年の収
穫作業へはあまり出られなかったというケース
も見られる。しかし、次の年には都合がついて
また以前向様に出役するというようになってお
り、中期的にはf耕作面積に応じた出役による全
構成員による協業組織jとなっている。
もう 1つの特徴は9戸の施設関芸農家が積極
的に出役していることである。
なお、図6からも分かるように、 9戸の施設
置i芸農家は全て年間70時間を超える本組合の
要なオペレーターとなっており、本組合に積極
的に関わっていることが分かる。しかも、この
年間70時間を超える出役時間数の多いオペレー
ターの中のほぼ半数が彼ら施設閣芸農家である
ことが分かる。こうして本組合は彼ら施設園芸
農家がリードしている組合であると見ることも
可能である。
とするならば、では、本組合はなぜ認定農業
者である彼ら施設閤芸農家がリードしているの
か、その要因が次に問題となろう。それは、本
作物作付tm総 際外車t議の概5空
主主主語 大 その他 世fi?主 あとつぎ 父
豆
，139 196 イチ =f23a 〈認定J~5f!三者) (31設・ !tl出)
359 100 J Al手協
550 266 (認定JI%業者) 会干U¥
184 39イチコ21a 病気
115 25 定年帰H2 会社災
16'1 56 会干上民
130 -!lr液究会担効務
(!塩出自営業)
36 建設会社勤務 (娘2人嫁出)
370 541:ttき33a (認定j;生業者〉 (米図j災業研修)
361 148 イチゴ5a (泌定1没言患者)
271 タマネギ100a 定気会社効務
240 135 イチゴ23a (認定淡業者) 会社員
411 59ナス25a 〈認定!立業者〉 (25，晶・{也HJ)
153 自4 入院 会校Eミ
429 133 会主t勤務 (310'支・大|波)
271 78イチコ26a (認定政3患者) (34議.{t!.tl) 
259 70ナス13a 自営議(認定幾主主背〉
253 86 9;1，町議n
85 アスパラ30a 情報関係会栓勤務
175 105 イチゴ25a
196 19 定年帰1災 (3ltj窓・名古伝;市)
会校勤務 会社員
建設会社作業員
252 148 町役場職員 定年愉燦
137 建設会社作業只
196 30 迭問3長自営
160 42野菜類 (471，長.F;!elfn 
17 定年帰l災 自営業
21 (51歳・大阪)
58 1 51 野菜類
671 19 司王販売会社勤務
註1: 2001年1月実肢の集蕩農家怒皆諮歪結果を基に組合役員よりの濁き取り。註2:学生はあとつぎには含めていない。
註3:就業状況はA:農業のみ(150日以上)、 A' 農業のみ(1008未満)、 B:農業が主だが重量外就業もする、
C:農外就業が主だが農業も手伝う、 D:農外就業のみ、巨家事育児・修学、 F:その他。
註4・経営耕地面積には期間借地面積は含めていない。詮5:オぺ等出役は2008-2009年の1年間。
設6・経営耕地面積には期間借地面積は含めていない。設3:ゴチック体は機械利用組合および東与賀大豆組合の共同作業出役者。
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図6 農家の耕地箇積と組合米麦共同収穫作業出役
時間の棺関(2008年産)
資料:組合資料。
註 :0は筋設箇芸農家。
組合は彼ら施設園芸農家にとって極めてメリッ
トの多い組織であるからではないだろうか。
もちろん、施設園芸部門は労働集約的である
ため、定植時期や収穫時期はjmの手も借りたい
忙しさである。そのような時期には施設園芸農
家は主に自家の施設部面に集中し、機械利用組
合へのオペレーター出役は主に兼業農家に依存
せざるを得ないという。しかし、施設部門の仕
事に比較的余裕が出てきたシーズンには、兼業
農家の出役が困難な平日を中心にオペレータ一
作業を主として担うという。こうして、専業的
経営である施設闘芸農家と兼業農家とが組合へ
のオペレーター出役の役割分担をしているわけ
である。基本的には労働集約的な施設園芸農家
の組合へのオペレーターへの出役と自家作業と
は競合するケースが多いと思われる。しかし、
それでも自家作業とオペレーター出役をやりく
りしているのは、オペレーター出役が施設圏芸
農家の合わせ営む少なからずの米麦部門のコス
ト削減に繋がっているというメリットを感じて
いるからに他ならないと考えられる。
(7)今後の諜題
本組合は以前から、①4班体制の2班体制へ
の集約再編、②特定少数オペレーター制への再
編、③法人化といった課題を掲げていた。しかし、
それへの具体的な方向性や動きは目下のところ
は見いだせない。それは現状維持を意味するの
ではなく、本機械利用組合の今の姿こそ認定農
業者が少なくなく自立性の高い農家の多い本集
落の農家が長年掛けて編み出してきたベストな
あり方だからではなかろうか。
そして、決して現状維持ではないと上述した
ように、上記の地国情報システムも利用しなが
ら、土壌分析等を行いながら、ハード面で生産
力の平準化方向を模索している。これは、個別
性の強い多様な構成員農家が多い中で、可能な
限り地道にソフト閣での法人化への足屈めを意
味していると理解される。
4.兼業農家主体の2集落による集落営農の取
り組み
一小松共同機械利用組合(佐賀市)一
( 1 )地域概況と小松共同機械利用組合の結成
①地域概況
小松集落および堂地集落は佐賀市南東部に位
置するが、佐賀平坦水田地帯の中では東南部の
有明海に近い一角を形成している。土壌は粘土
質に富み肥沃で米麦の生産力が高く、かつてそ
の豊かさを背景とした分家による農地分割:農
家の小粒化(2005年で l戸経営面積が小松集落
166a、堂地集落176a)、および佐賀市の市街地
に近いことから、早い時期から兼業化が進み、
現在ではほとんどが2兼農家となっている。ま
た離農により増えた非農家が大半を占め、混{主
化が進み、佐賀市のベッドタウンとしての様相
を呈している。
また同時に、 2集落内には寺が3っと神社が
1つあり、さらに江戸期創業という清酒蔵もあ
り、歴史の古さを示している。
1981年に一部を除き岡場整備事業がなされ、
ほとんどが30a[g画水田として整備された。ま
た1993年にはライスセンターができた。そのよ
うな中で現在、 2戸の施設国芸農家を除き、米麦・
大豆の水田作農家が農業を維持している。また、
歴史が古いことも影響して、それぞれの農家の
個性が強く、農業においては小規模経営ながら、
個別完結型の5郎、経営が延々と行われてきた。
なお近年の特散の 1つは借地の増加である。
借地率は、小松で、は20%、堂地では30%に達し
ている。
②小松共同機械利用組合の結成
そのような中で、平成15(2003)年からの米
政策改革の実施を契機に、担い手問題がクロー
ズアップされ、周辺集落の「担い手J農家による
制度変革下における集落営炭の展開構造 一佐賀県の事例から
表18 農家・農業の推移
専業(男子生態年齢人口がいる専業)
農家数 第 1種兼業
第2種兼業
非農家数
間
熔
経営耕地面積
果樹園
茶園
稲
麦類
作物種類別 豆類収穫面積
野菜類
飼料用作物
施設題芸 農家数(面積)
官丞 飼養農家数(頭数)
採卵鶏 錦養農家数(~~委主)
フ口イラー 調養農家数(羽数)
制作
麦作
雑穀・いも類・豆類
農産物販売額 施設騒芸
第1位の
露地野菜部門別農家数
果樹類
花き・花木
養豚
】稲施養設作臨野菜農業経蛍 単一
組織別 経営
農家数
複合経営(うち単一複合)
0.5ha未満
経営耕地 0.5-1.0 
面積規模別 1.0-2.0 
農家数 2.0-3.0 
3.0ha以上
借入耕地菌積数(覇積)
耕地放棄農家数(面積)
不作付回・旭
耕率五機・トフクター
間除機
農用機械 国植機
所有台数
(個人+共同) 自税型コンパイン
普通型コンパイン
米麦用乾燥機
農家人数
(うち65歳以上)
農業従事者数
農業就業人口
(うち65歳以上)
基幹的農業従事者数
農業専従者数
(うち65歳以上)
資料:農林業センサス農業集落カード。
註:ゴチック体は注目すべき増加値。
男
女
プ日コヨ
女
男
女
見
女
男
女
小松集洛
1970 
11 
11 
15 
21 
3，430 
3，430 
1，943 
2 
らO
1 (x) 
6(21 ) 
7(300) 
1(x) 
36 
na 
na 
na 
13 
8 
15 
5(98) 
一(一)
一・一
計24
17 
na 
25 
97 
102 
na 
na 
35(5) 
54(1 ) 
23 
24 
23 
27 
1980 1990 2000 2005 
1 (1) 5(4) 3(1 ) 4(1) 
15 4 2 5 
13 17 17 11 
27 31 36 na 
3，198 3，607 3，277 3，324 
2 4 9 7 
2，691 2，767 2，329 2，369 
3，011 3，425 2，757 3，192 
312 680 787 928 
39 。 × 
2(x) 3(51 ) 2(x) 1 (x) 
28 22 20 18 
2 
3 2 
7 5 2 
2 
22(20) 20(16) 19(14) 19(7) 
5 
8 7 5 2 
15 10 9 11 
7 7 7 
2(57) 4(208) 7(316) 8(427) 
一(一) 一(一) 一(一) 一(一)
50・一 62・一 一.-
16・20 7・25 2・15na.19 
29 26 9 14 
20 20 18 14 
18 21 18 
na na na 
24 na 
75(6) 59(10) 49(12) 47(12) 
71 (11) 51(15) 47(12) 38(11) 
na 40 33 31 
na 35 30 28 
15(一) 17(7) 13(9) 15(9) 
25(1) 26(7) 19(7) 19(9) 
13 12 5 8 
17 13 6 8 
13 8(1) 4(3) 6(5) 
15 9(1 ) 5(2) 5(2) 
23 
堂地集落(単位・戸， a，台，人)
1990 2000 2005 
1 (1) 1 (一)
2 2 3 
8 6 2 
na 118 na 
1，229 1，062 1，057 
2 
891 753 751 
1，056 625 × 
172 186 215 
2 × 
2(x) 2(x) 2(x) 
8 6 ヰ
2 2 2 
10(5) 7(6) 6(3) 
3 2 
2 2 
4 3 
1 (一)
4(134) ヰ(124)6(308) 
一(一) 一(一) 一(一)
3.- 20・ー
5・8 1・7 na. 6 
12 6 7 
10 8 4 
9 8 
na na 
na 
28(7) 21 (5) 12(6) 
27(6) 13(3) 10(3) 
18 14 9 
13 11 9 
8(5) 4(3) 4(3) 
7(3) 4(2) 6(3) 
5 4 3 
2 2 2 
3(一) 3(2) 3(2) 
2(一) 2(1 ) 1 (1) 
24 小林領夫
表19 小松共同機械利用組合の結成と震開(年表)
年次 j 農政の動向 ! 小松共同機械利用組合の動向
平成15 ~7月米政策改革 ~7月市役所の指導を得て小松生産組合長が2集落43ha
(?9.Q.~.ì.年; 点縞 i での集落型経営f本;模索し守食員会で意志決定する平蔵1"(3"......."["..........................................1':3月生産組合総会で集落型経.蛍掠め敢組について説樹
(2004)年; :5月小松共問機械利用組合設立説明会
~6月女性対象に組合結成説明会。
小松共同機械利用組合の結成(37戸、 43.7ha、米麦・大豆)
~ 7 J=3大豆の共同播種作業開始
lJ.9.}j自脱型コンバイン(4義占象)導入。(囲み賓ヨ討が.1.訟の.表部平蔵iγ…'~3月食料・農業・ T~ï月乗用費理機導入
(2005)年; 農村基本計酉 ~9月格納鹿建設
~ 10月経営所得安定;
対策警友;~......l.平成1沼8 ~河6月 担い手経醤営活6丹 自.橿議(何8茶j泥2泣沓苔岩.尋導.スX司….日….….….. 
. 旦L住2∞ 宣舵i架.….“よ.平成1叩g. r....................r花6尭 小松環境f倶具楽部設該:立{麗.地乃Rι.諌i譲護境操蚕詞両.ヱ苅葉jアn…... 
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資料:組合資料。
小松集落内農地の借地といった噂も飛び交う中
で、当時の小松集落の農家代表(生産組合長)が
集落農業の将来に危機感を募らせ、関係機関と
の情報交換の結果、集落営農形態での農業の将
来像を描き、支援農家とともに検討して選択し
たのが平成16(2004)年の機械利用組合の立ち
上げであった。
なお隣接の堂地集落は小規模集落であり集落
型経営体の面積要件の20haに満たなかったた
め、小松集落中心の機械利用組合に参加するこ
ととなったが、そのことは機械利用組合として
も耕作面積が増え機械利用の効率が高まること
から小松集落にとってもメリットのあることで
あった。
こうして2004年に2集落の全農家25戸が参
加する小松共問機械利用組合が結成された。な
おこれまで両集落において数戸による生産組織
化の動きはなくはなかったが、集落ぐるみで本
格的に全農家が参加する生産組織を立ち上げる
ことは初めてのことであり、集落の農業の歴史
においても画期的な取り組みとなった。
なお、このような本格的かつ画期的な組織を
立ち上げるために、発起人たちが世帯主だけで
なく奥さんたちを集めた集会も開いて合意形成
に努力した点は注目される。
(2)小松共同機械利用組合の組織と機械装備状況
①組織体制
役員会
・組合長 63歳
-副総合長(2名)69歳、 61歳
・事務局 (3名)60歳、 48歳、 42歳
・総務・経理(1名)67歳
-設備保全 (2名)46歳、 46歳
オベレーター(14名)
61、61、60、57、55、54、52、
図7 小松共同機械料用組合の縮織体制
(2009年9月現在)
②機械整備状況
組合としてはトラクター以外の米麦作関係機
械一式を装備している。大立については播種機
は装備しているが、収穫は複数集落で組織して
いる大豆組合で行っているため、大豆コンパイ
ンは装備していないが、大豆組合所有の大豆コ
制度変革下における集溶営農の展開構造 一佐賀県の事例から一 25 
表20 機械施設装備状況(2009年9月現在)
機種 規模 台(棟)数
田植機 8条 2台
田植機 5条 1 
畦塗機 1 
乗用管理機 1 
大豆播種機 5 
米麦用コンパイン 6条 2 
米麦用コンパイン 3条 1 
格納庫 1棟
ンパインを専用的に使用しており、またそのオ
ペレーターも米麦オペレーターとほぼダブ、って
いる。
(3 )小松共同機械利用組合の活動実態
①新作物の導入
図8 作物作付状況(小松 ・堂地集落、 2009年夏作)
資料組合資料。
新たな試みとして、 2009年から70aのタマネ
ギ栽培を始め次年には200aに増やす計画であ
る。また2009年に、大豆も、これまでの豆腐原
料用のフクユタカだけでなく、モヤシ原料用の
小粒のスズ、オトメ5.7haの栽培を始めた。
さらに役員メンバーは、今後はアスパラガス
やニンニクの栽培も始めたいと語っている。
表21 作物作付実績
平成17 平成18 平成19 手放弱 平成21
(2∞5)年 (2∞6)年 (20日7)年 (2∞8)年 (2009)年
来覇市耳石
水稲(モチ)
栽培面積大麦
12.6 14.5 16.2 16.3 
29.6 16.4 13.4 13.9 12.2 
34.5 33.5 32.7 31.6 
(ha) 小麦
大豆
2三主王
7.9 8.2 10.0 10.7 
13.0 13.7 15.8 14.6 16.1 
0.1 
②新技術の導入一大豆の不耕起栽培の開始一
これまで大豆の播種は梅雨による発芽不良や
蒔き直しといった対応で苦しんできたため、ま
種類 作物品種名 作付面積(1m)
うるち米(ゆめしずく) 1 6. 4 
もち米(ひよくもち) 1 1 3 
『
10 iもち米(直椛) 1 1 
大豆(転作) 1 5 9 
l ハウス o 8 
在のオペレーター 14人中、 60歳が 1人と61歳
が2人いるが、 40-50代の9人が中心となって
おり、 60歳定年制は実質的に維持されてきてい
る(表23を参照)。
また、組合はまだトラクターは所有していな
いが、個人有トラクターの借り上げによる共同
作業も合め、米麦・大豆の作業全般を行ってい
るため、オペレーターの作業以外にも例えば田
植えの苗運搬や収穫物のライスセンターへの運
搬といった補助作業も少なくなく、その半分
を女性が担っていることを忘れてはならない。
2008年ではオペレーター(男性)と補助者(男性)
と補助者(女性)の数がそれぞれ14人ずつで、あっ
た(表22)。
②出役者の顔ぶれと組織の性格
本組合はオペレーター・補助員(軽トラック運
転など)を出す「オペレーター制jであると説明さ
れているが、実際は20戸を超える「ほぽ全構成
員農家Jからオペレーターと補助員が出るありか
たを耳文っている。
そして、出役の程度は自家の耕作面積にほぼ
比例するようになっているし、それは担当者が
そのように割りJ辰りしているカミらである。もち
ろん、一定面積を有する農家でもその年には都
合により出役時開が少ないということはある。
夫
ずはこの雨対策として2009年から試験的にフ
クユタカの1.8ha分を不耕起栽培に切り替えた。
また本農法はこれまで、の起耕と播種の2工揺を
1工棋に集約するため省力効果も期待されるし、
さらには不起耕故の土の硬さから倒伏し難し、と
いう効果も期待されている。なお、これらの効
果については本稿執筆時点では確認不可能で
あったため、別稿で検討したい。本稿では、新
たなチャレンジとしての試みに注目しておきた
恒
?
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y = 0.4596x + 9.452 
R2コ0.3103
φ 
300 
250 
③作物作付状況
地図に見られるように、大豆団地のみならず、
米も品種ごとに団地形成がなされており、水田
作全般において「集団的土地利用jが実践されて
いることが注目され、集団活動の深化、あるい
は高さがうかがわれる。
④生産物の配分方式一大霊・麦・米のブール計
欝(共計)へー
組合を立ち上げて2年目の2005年に全作業の
共同化を基礎に転作大立のプール計算を開始し、
2006年にはローラー掛けとカルチ(中耕)を各島
3田ずつ行うことを条件に麦もプール計算にし
( 1田怠ると 10a500円マイナス)、 2007年から
役員が収穫前に各園場を点検し評価することを
通じて米もプール計算に踏み切った。
(4)組合作業への出役状況と組織の性格
①オペレーターの60歳定年制とその意妹
機械の大型化・高性能化に伴う高度技能の要
請、および組合の中心的担い手の世代交代を目
的にして組合結成当初から農業機械操作者(オペ
レーター)の定年を60歳としてきた。事実、現 200 
150 
????
? ?
主手代 1オベじ孟ヲr-j禰扇存薬員
年代 年齢幅! (男性) !男性1女性
70歳代 75-79 i i 3
70-74 ! ! 3 ! 1 ぺ一一一一一一寸一一一+一一凶-60歳代 65-69 i i 2 i 2 
60-64 i 3 ! 1 ! 2 
50歳代 55-591 2 ! ?5 
50-54: 2 : : 1 
40歳代 4ト497 3 i 172 
40-44よ 2j3i1
30歳代 35-39 ! 
30-34! 1 情"笥蕗;ぞ"幽幽五:2rT…醐幡綱守網開聞欄網棚1…1T…輔
計 i 14 i 14 i 
資料:2009年9用意義家訪問調査および組合資料。
φ オペレー ター と補助作業員の性j'lIJ・年代目立人
数(2008年度)
表22
φ 
350 
‘験
100 1 50 200 250 
耕地面積 (a)
農家ごとの耕地苗積と出役時間との相関
300 50 
100 
50 
0 
図9
資料・組合資料。
(5)構成員農家の概要
表23のように、本組合が兼業農家主体の集関
であることが分かる。
(6)今後の課題
①館地増加対策、法人生14 
制度変不下における集落営農の皮肉構造 一佐賀県の事例から一 27 
表23 組合員農家一覧(2008年度)
集農家 耕地扇積 直系世帯負の概況 共同作業出役時間数 米・麦・ 認定
落番号 (うち借地) 年齢 霊童外就業状況 オベ 補助作業 大豆以外 農業
名 世帯主 あとつぎ 父一母 世帯主 世帯主委 あとつぎ あとつぎ委 レー ター の農業 者
289(124) 54-48 21 会社員 I~-卜 学生 190 51 
2 217 74 44-43 公務員 ? 93 
3 219( 18) 主一立 生2-42 病院事務 ? 230 
4 146 46 会社員 78 
5 85 74-73 48-46 会社員 I~ート 137 
6 268( 33) 72-68 後2-?) (会社員)(? ) 287 
7 246( 93) 52-強 18 78-78 会社員 I~ート 大学生 188 45 
8 265(138) 60-58 88 会社員 I~-ト 244 1 。
9 246 55-53 26 (公務員)I~ート 会社員 55 88 
松 10 147 61-59 32-32 会社員 ? 会社員 I~ート 108 36 
。
1 111 72-64 185 
12 137 67一室主 35-28 98 会社員 252 
13 189 67 42-36 会社員 病院 186 18 
14 138 58-56 31 公務員 ? 会社員 102 22 
15 174( 43) 61-55 90 242 25 
16 57-盟 25 75 会社員 会社員 227 33 
17 121 46-46 15 81-77 会社員 I~ート 174 
18 57 74-68 強-46 会社員 看護師 136 
19 54 79-68 .胃寧.. -・ー・・・.与..，聞...寧・.司a・.t・‘2・t・ー.-ー・・・ー・ー・ー・ー・-・ー・ー・.....開・.晦2・a・4 . ・. 臨・aM‘・.-・ー・ー・・ー・・ -・・・ー・ー・・ R写333(117) 63-63 201 イチゴ20a。
A主4三， 2 244( 74) 48-40 76-75 会社員 I~-ト 140 55 イチゴ10a
地 3 225(115) 69-68 49-43 自営業 自営業手伝い 259 4 104 ワ 79-79 会社員 81 
5 47(10) 70-67 41 会社員 111 
資料:2009年8月農家訪問議資および組合資料。
註:ゴチック体はオペレー 夕、アンダー ラインのあるゴチック体は補助作業員。出役目寺聞は1世帯に複数の出役者がいる場合はそ
の合計。
表18で見たように、本地匿でも再m農に伴って
借地が増加してきている。本組合はまだ任意組
合であるが、このような借地にも関わっている。
しかし、本格的な借地対策として本組合の法人
化も身す現にのぼってきている。
②経営体化
組織の法人化と併せて組織活動内容の経営体
化も求められてくる。しかし、本組合の経営内
容は既に実質的に共同経営となっているため、
既に経営体化のハードルは越えていると理解さ
れる。
③地域環境鷺備・歴史の記録と継承
2007年度からの農地・水-環境保全向上対策
には、 2集落がそれぞれ別個に取り組みを始め
たが、今後、上述した本地域の農業経営と住民
生活を車の両輪としてともにブラッシュアップ
していく場合、本地域の古い際史を整理・普及
して、今日の農業経営と住民性格に再照射して、
改めて地域文化として継承していくことが期待
される。
3つのライスセンターを範域に複数集落を 1つ
にまとめた比較的広域的な集落営農組織を立ち
上げることにした。吉野ヶ里中部営農生産組合
はそのうちの lつの集落営農組織である。すな
わち本地域でも、 1~2ha規模の小規模農家が
ほとんどで、水田作大規模経営が極めて少なかっ
たこと、集落営農組織の面積要件20haに満たな
し、集落が2つ存在したこと、 7集落の米麦乾燥
が 1つのライスセンターで処理されていたこと
から、このライスセンターを範域にア集落を I
つにまとめた集落営農組織を立ち上げることと
なった。
(2 )組織繍要
図10の通りである。
(3 )作物作付状況
図11の通りである。転作大豆はブロックロー
テションによって行われているが、しかしまだ
7つの集落ごとに行われており、組織全体にお
いて統一的に行われるには至っていない。
?
5.7集落よりなる広域的な集落営農の形成と震関
一吉野ケ車中部営農生産組合(吉野ヶ里町)ー
( 1 )地域概況と吉野ケ里中部嘗農生産組合の設立
吉野ヶ里町は佐賀平野の東北部に位置する平
坦水田地帯である。鳥栖市と佐費市のほぼ中間
に位置し、両都市への通勤条件に恵まれていた
ため古くから農家の兼業化が進んだ。
2005年の経営所得安定対策等大綱の制定に伴
い、担い手形態の選択を迫られた。吉野ヶ盟1可
は南北に細長く、町内に北・中・南の3つのラ
イスセンターが存夜する。管内の農家はほとん
どが 1~2haの小規模農家で、あり、水田作大規
模経営はきわめて少なかったこと、管内には 1
集落では集落営農の面積要件20haに満たない小
規模集落も存在したことから、本IHTではこれら
? ?? ?
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吉野ヶ車中部宮農生産組合の設立と展開(年表)
主主次 1…夜夜否薮両「
平成17 110月経営所得 i
(?QQ!i)集i宏烹対策等大緩い u平成ia"'r. .... 1;:;:6"月設立溢繍萎覧会ei"i関与i"“
(2006)年同月担い手経営ト8月組合設立総会
[ 安定化法 げ月大豆耕起ー播種共1習作業実施
; 伊丹コンバイン6台翠入
! 川oFl 7)<稲収穫共同作業実施
1 ......... J1?f.t~組44主開議務所 (~.A~Ë!ÏFち i拐殺
平成ig'1 陪月変役務共同作業実施
(2007)年 j
表24
組合の設立と展開
総合長 l名、話IJ組合長2名、事務局長 l名、運営委員4名、作業班長6名
二L ? ? ?
Iヨ脱型コンパイン (6条)3台、自脱波コンパイン (4条)3台
5台
1 iJl(108坪)
31ミ洛営農組合共同 (JA支所内)
2，000 J司
二亡
衣村
jf.村
二工? ? ?
コンパイン台数
乗用管王型機
絡納庫
事務所
出役 オヘ Lーケー
作業オベ+運搬者
I時給 王立機者
合計
6 
6 
班長(名)
会計(名)
????????ー
98 
144.2 
91.5←〉
99.2 -，
31 
41 
32 
づ
) 
21 
29.1 
18.8 
26.0 
8 
1 
12 
4 
?
?? ?
10 
12.3 
7.9 
11.0 
4 
3 
6 
16 
22.6 
16.4 
13.5 
4 
8 
2 
24 
28.8 
18.4 
17.2 
8 
7 
6 
11 
21.5 
14.1 
7.2 
3 
5 
2 
4 
12 
25.0 
15.3 
21.8 
4 
4 
4 
構成員j災家数(戸)
???????
?
?????
?
?
?
?
??
? ? ? ? 。 ? ? ? ? 。 ? ? ??
? ? ? ー
? ?
? ?
? ?
48.4 
12 
16 
し一一一一一一ーーーーし一一一一一一一一一一
町 山
? ?
? ? ??
?
?
?
??
?
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?
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?
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吉野ケ豊中部営農生産組合の紐織と活動内容の概要(2008年度)函10
制度変革下における集落営農の展開構造 佐賀県の事例から一
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6.中間地域における農業生産法人の立ち上げ
-農事組合法人行合野(賠津市)一
( 1 )地域概況と集落農業の推移
今回の4事例の中でH住一、佐賀平野(平坦水田
農業地域)以外の中間地域に存在する事例であ
る。唐津市北波多は中間地域に位寵し、その中
で行合野は東部の日岳(212m)と南西部の伊万
里市方面との境の山との関のそれぞれの山麓に
形成された集落で、集落の裏には山が迫り、前
には水間が広がるという里山(山里)を形成して
いる。さらに北部の山腹にも5戸より成る飛び
地の小集落もあり、行合野は詳しく見ると 3集
落の連合体と言うことができる。
メイン集落の前の水田のうち約8haは1987
~ 89年に基盤整備されたが、全てが平現地域の
水田のように碁盤の目状を呈しているわけでは
なく、また小面積の整備水田も存在する。また
山腹にある飛び地集、落の農家は家周辺の狭!結な
畑・果樹監!と谷間の小川に沿って奥まで切り開
いた3haほどの谷津田を持っている(註3)。そ
して、この谷津田はほとんどが概田状を呈して
いる(表紙photo1)ため2000年から中山間地域
等院接支払制度の対象水田となっており、その
すべてが急傾斜地に分類されている。 2005~ 
2009年の当制度の対象水田は3ha余で、ある。
1戸当たりの経営耕地面積は 1ha前後と小さ
く、また古くから水害を受けた経験上、良好な
水田を求めて隣集落の水田の一部を保有してお
り、現在ではこの出作面積約6haは集落農家の
総耕地面精の35%に達する。
しかし、それでも中間地ゆえの耕地面積と耕
地条件の不利性から、行合野の農家は比較的古
くから農業以外の就業を求めて兼業化が進み、
今日ではオール兼業化しほとんどが2兼農家と
なっている。
他方、平坦部とは異なり、果樹作、畑作、工
芸作も見られる。果樹(みかん)作は1960年代に
普及したがその後は急減した。茶面積も1990年
には3haまで増えたが以後減少した。
農業者の高齢化が進み、山麓の条件の悪い田
畑の耕作放棄地の増加が臼立つ。また同時に今
日的特徴として借地の増加が注目される。
(2 )農事組合法人設立前史
一行合野機械科用組合の活動ー
このような中で中間地の小規模農業であって
も1980年代には機械化が進み、 90年には半数
の農家がコンパインも持つようになったが、コ
ンパインの個別的利用はコストが高くつくこと
から、更新時期を見計らって97年に農協理事役
の農家が主導して農協からの事業支援を得て当
初20戸ほどでグレンタンク付の4条刈りコンパ
インl台を導入し(農協による大型機械導入計画
表25 農事組合法人f行合野J設立・展開の経緯(年表)
年次 地域JA(農政)の動向 法人設立 a展開の動向
平成 9(1997)年 8F.1行合野機械(コンバイン)利用組合結成
平成17(2∞5)年 (3月食料・農業・農村基本計酉)
8月 JA鷲津市集落営農控進大会
8(月10月JA北経波営多所支得所安集定落対営策農等推大進綱大)会
11月行合野集落嘗農説明会
平成18(2∞6)年 1月 行合野集落営農説明会
2月 竹原営農組合(JA麗鞍)視察
2月 検討会(法人化・機械利用組合解散)
2月 行合野集落営農説明会
3月 さなぼり組合(前原市)視察
3月検討会(向上)
3月 集落営農設立委員会発足
4月 役員会議(本会議は8月4日までに計13回開催)
4月 第1囲全体説明会(法人化のメリット・デメリット)
5月 第2自全体説明会(アンケート結果、集落営農Q&A
(6 F.I担い手経雷安定化法) 8月 最終全体説明会G去人概要、経費試算)
8月 先進地視察(大分県)
9月 農事組合法人「行合野」設立総会
平成19(2007)年 1月 農事組合法人「行合野」登記
3F.1 農事組合法人「行合野」臨時総会(諸規約の制定)
8)奇 農事組合法人「行合野」臨時総会(所得対策理詰など)
平成20(2∞8)年 2F.1 農事組合法人f行合野J平成20年度通常総会
10月農事組合法人f行合野」臨時総会(麦作菌積拡大)
平成21(2∞9)年 2F.1 盛衰総合体Af行合野j平成21年度通常総会
資料・法人資料。
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表26 行合野集落の農家と農業の推移 (単位:戸， a，台，人)
1970 1980 1990 2000 2005 
専業(局齢専業) 5 3(1 ) 4(2) 2(2) (一)
農家数 第1種兼業 21 17 4 3 
第2種兼業 22 22 31 24 22 
由 3，790 3，590 3，030 2，555 2，025 
経蛍耕地面積
焔 280 115 105 224 235 
果樹闘 2，040 1，660 951 507 na 
茶園 120 287 309 160 na 
手話 3，700 2，999 2，399 1，807 1，694 
麦類 1，072 859 
作物種類別 工芸農作物 120 287 309 160 119 収穫菌積
野菜類 250 97 16 25 × 
問料用作物 140 10 215 na na 
施設国芸 農家数(彊穣) 1 (x) 
乳用牛 銅養農家数(頭数) 4(7) 
肉用牛 飼養農家数(頭数) 9(15) 
日ま 飼養農家数(~詩文) 1(x) 1(x) 
稲作 46 37 27 27 16 
麦作
雑穀・いも類・豆類
農産物販売額 工芸農作物 3 2 
第1立の
露地野菜部門別農家数
果樹類 4 3 
花き・花木 na na na 
養豚
単一
稲作 na 14 14 18 13 
農業経営 果樹類 na 
組織別 経営
農家数 養豚 na 
複合経営(うち準単一複合) na 28(21 ) 19(11 ) 10(7) 9(5) 
0.5ha未満 7 10 8 5 
経営耕地面積
0.5-1.0 11 6 4 9 10 
1.0-2.0 20 14 18 11 10 規模別農家数
2.0-3.0 9 11 5 3 2 
3.0ha以上(うち5.0ha以上) 1 (一) 1 (一) 1(一)
借入耕地面積数(面積) 10(143) 9(267) 5(95) 9(235) 10(388) 
耕地放棄農家数(面積)
不作付問・畑
耕転機・トフクター
防除機
農用機械 田植機
所有台数
自脱型コンパイン(個人十共用)
普通型コンパイン
米麦用乾燥機
農家人口 男
(うち65歳以上) 女
農業従事者数 男
女
農業就業人E 男
(うち65歳以上) 女
翠幹的農業従事者数 男
女
農業専従者数 男
(うち65歳以上) 女
資料:農林業センサス農業集務カード。
の一環でもあった)、機械利用組合(コンパイン
組合)を組織した (3年後には全稲作農家がメン
バーとなった)。そして2000年頃から稲作農家
23戸中男性16人ほどがオペレーターとなり、 1
na 4(51 ) 4(84) 12(303) 9(208) 
20・ー 112・3 48・23 450・65 287・58
計34 13・18 10.25 1・24 一.20
59 21 35 7 11 
25 24 12 16 
17 25 9 3 
4 
38 na 
124 106(10) 92(21 ) 87(23) 65(13) 
144 106(21) 98(18) 75(16) 54(14) 
na na 64 52 39 
na na 55 40 30 
25(6) 30(7) 22(16) 15( 13) 16(11 ) 
58(12) 35(9) 26(5) 18(7) 1 8( 1 2) 
21 25 13 12 11 
42 21 12 8 7 
20 13 13(6) 7(6) 10(7) 
30 15 16( 1) 8(3) 8(6) 
腹部の棚田を除き 16haほどを対象に米の収穫作
業を請け負うやり方で、 2006年の法人立ち上げ
まで活動してきた。なお収穫にはオペレーター
以外に男性2人が2トンダンプで籾をライスセ
32 小林恒夫
監事会
__町四圃幽圃幽幽・唱ーー_.J__幽・岨岨・幽幽幽幽・』ーーーー"唱閉園開圃・帽剛曲目闇周回・開問醐剛山』欄帽回
しiÏj~:ょL生錦之.J I.__;l!i;j話器一一J1_ 一塁i担iき.~~主包 J L_..;缶詰fli__1I__~l~詰J
密12 組織体制(2009年9月現在)
資料:法人資料をアレンジ。
表27 機械施設装備状況(2009年9月現在)
機種・競模 台・棟数 取得原価(台・棟) (万円)
トフクター (33ps) 909 
ドライブ、ハロー 、ライムソアー 各1
プラソイラ一、麦播護機 各1
国樟機(5条撞・侭i条施肥付) 357 
コンバイン(3条料) 469 
コンバイン(4条メ1])
ロータリーカルチ 54 
農業機械禽産
資料:法人資料。
表28 水稲作業の個人・法人前面積の推移
平成19 平成20
(2007)年 (2008)年
務起 倍人作業 951 449 
法人作業 807 994 
青苗 倒人作業 844 246 
実数(a) 2主人作裳 914 1196 
尽植え 個法人人作作業 603 314 
1155 1128 
刈り取り運搬 個人作業 88 92 
法人作業 1670 1351 
耕起 個人作作業 54.1 31.1 
法人 45.9 68.9 
育館 個主主人i作A1=jI!業主 48.0 17.1 
言語合(%) 52.0 82.9 
国植え 個法人人作作業 34.3 21.8 
65.7 78.2 
刈り取り還搬 倒人作業 5.0 6.4 
法人作業 95.0 93.6 
資料:法人資料。
ンターまで運搬する補助作業が伴った(註4)。
(3)農事組合法人行合野立ち上げの経緯
法人を立ち上げるに至った背景の 1つとして
機械利用組合の活動を通した農家のまとまりが
考えられる。
また法人結成の契機は2005年3月の会料・農
業・農村基本計画における品目横断政策におけ
る担い手としての経営体=法人の設定であり、そ
れを受けての同年8月のJA唐津市集落営農推進
大会に始まる関係機関における集落営農組織の
推進のもと、集落内の主に40~ 50代のメンバー
が法人化方向を打ち出してから 1年ほどの本格
うち補助額 {蕗考
214 
282 
機械利用組合からの引き継ぎ
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表29 作物生産販売実績
平成19 平成20 平成21
(2007)年 (2008)年 (2009)年
7.k稲 17.6 14.4 6.8 
鈎料稲 10.4 
栽培菌穣 飼料米 0.6 
(ha) 愛 3.2 16.7 
タマネギ 0.6 0.9 
ソ1¥ 1.3 
出荷量 7.k稲 74.9 61.6 
(トン) 麦 8.6 
タマネギ 27.8 
販売額 水稲 1，286 1，134 
(万円) 麦
つ
タマネギ 184 
資料:法人資料。
的な議論を経て、行合野では2006年9月に法人
組織を立ち上げるに至った。
佐翼県内では法人の立ち上げ事例は少ないが、
行合野で当初から法人化を行った理由は、法人
化はハードlレが高く多くのエネルギーと時間を
要するが、それが5年内に避けて通れない条件
であるならば、集落営農立ち上げ後に再度多く
のエネルギーを投入して法人化する作業が訪れ
るから、最初から法人にしようという判断に
づくものである。
(4)農事組合法人行合野の組織体制
(5)農事組合法人行合野の活動実績
制度変革下における集落営j認の展開構造 一佐賀県の事例から一
表30 法人の損益計算書 (単位:千円)
2007年度 2008年度
営業 嘗茎収入販売額 12，858 12，644 
営業支出生産費 13，574 12，118 
材料費 3，655 3，441 
種詰費 292 447 
肥料費 1，487 1，374 
農薬衛生費 1，802 1，164 
諸材料費 74 456 
労務費 5，836 4.603 
製造経費 4，083 4，074 
電力光熱費 31 54 
燃料費 281 494 
賃{昔料 1，424 598 
車車馬・農機具修繕費 34 306 
農具費 152 562 
施設利用費 2，161 2，060 
販売費及び一般管理費 1，189 8.390 
減価償却費 。 4，661 
事務用品費 29 129 
租税公課 266 582 
損害保険料 119 95 
通信費 。 2 
視察・研修費 6 158 
農業共済掛金 284 276 
土地改良費 278 。
賦課金 161 2，187 
雑費 46 300 
営業利益 -1.905 -7.864 
営業外 営業外収入 18，116 11.726 
受取手IJ患 2 4 
受取共済金 57 。
雑収入 18，057 11R722 
嘗業外支出 229 39 
富茎性収益 17，887 11，687 
経常利益 15，982 3.823 
資料:法人資料に加繁修正。
設:会計年度は暦年。
表31 法人構成員農家の概況(2009年9日現在)
農家 直系家族の年齢と就業状況 α8年 (臼) 法人以外の自家農業 個人有農機具台数(台)
番号 世主幸普主 委 跡継妻 父母 オベレー ヲー 作業員 トフウ書 、コンパイン、密機機、管理機、議トフツウ
66A 62C 5侶 42B 130 
2 50B 5侶 25B 7 75 自然薯15a、ホオズキ6a
3 7246 つみかん30a
4 56B 76 茶80a
5 72A 73 41 42 1419 何才、干12a、笠芋等12
6 66 42B 42C 8 4 
7 66A 65C 39B 88 60 30 
8 66 62 41B 10 3 
9 50 44 75 74 2 
10 77A 75A 46B 15 90みかん30a
1 56B 50 25 
12 54B 52C 26 5 10 
13 69 64 39 90 91 
14 72A 65 71 i3然薯12a、野菜25a
15 64 64 
16 51 48 20 75 71 
17 55 51 76 74 事マネギ15a
18 45 24 74 
資料:法人資料(2009年9尽アンケート誤査)。
註1 コチック体は法人のオペレータ一、ゴチック斜体は作業員(2008年度)。
註2:A:農業が主、 B:勤務が主、 C:その他(記入がある分のみ)。
2 
1 (歩行裂)
1 (歩行裂)
33 
71<図面積
(記入のみ)
105 a 
82 a 
44 a 
73 a 
13 a 
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①機械施設装備状況
表27のように米麦用の機械一式が装備されて
し、る。
②法人作業の増加
表28のように2007年から08年にかけて稲作
に関し、メIjり取り作業を除き、個人に対し法人
関係の作業の面積およびその割合が高まり、法
人部分が拡大したことが分かる。
③作物生産出詩販売状況
表29のように2008年から麦作が再開され、
またタマネギも導入され、 2009年から飼料稲と
飼料米の作付が開始されたことが注目される。
④法人の収支
2007年と2008年の2年分の事例だが、営業収
支は赤字だが、経常収支は助成金等で、カバーし
て何とかやり繰りしている実態がうかがえる。
(6)法人構成員農家の顔ぶれ
オペレーターないし作業員を出した農家数は
10戸あり、過半数を占めている。法人とはい
え、可能な限り多くの構成員メンバーがオペレー
ターないし作業員に出役していると見ることが
できょう。
(7)環境保全対策
鹿津市北波多地匿(旧北波多村)では管内集落
全体を対象にf北波多地域農村環境を守る会jを
立ち上げ、 2007年度からの農地・水・環境保全
向上対策に取り組んで、いる。それに対応し、農
事組合法人行合野のメンバーも合め行合野地区
全体でも、回14.8ha、畑3.9haを対象に2007
年度から本対策の共同活動(1階部分)に取り組
み、 2008年度には同面積の共間活動に取り組む
だけでなく、例:せて水稲13ha分の営農活動(2
階部分)にも取り組んだ。この営農活動の主体が
農事組合法人行合野で、あった。引き続き2009年
度においては、共同活動はこれまで同様で、あっ
たが、営農活動対象面積は上述((5)③)の飼料
用稲の作付分が除外されたため6.6haに減少し
た(註5)。
7.まとめ
佐賀県では2007年度からの水田経営所得安
定対策の開始を契機に多くの集落営農が結成さ
れ、その数は2006~ 2007年に倍加するほどで
あった。そして2009年において集落営農に参加
した集落数の割合は77.2%で全国一、またi司
年の集務営農を構成する農家数の割合は67.5%
で全国一である。また2007年の水田経営所得安
定対策申請作物の作付面積の中で集落営農組織
が占める割合は、米カ~82.5%で全国一、大立が
82.6%で全国2位、 4麦が77.6%で全国3位で
あった。これらの点から、佐袈県は2007年を契
機に全国ーといって良いような濃密な集落営農
を形成し、また水閉経営所得安定対策に対し
としてこの集落営農形態で対応し、県内に集落
営農を濃密に張り巡らしたことから、全国有数
のf集落営農王国」を形成したと言っても過言で
はない。
さて、問題は、こうして多数形成された佐賀
県内の集落営農の実態がどうなっているかであ
る。換言すれば、濃密な集落営農が形成された
わけだが、重要なことは、集落営農を構成する
多くの農家の実態や性格は変わったのかどうか、
あるいは、集落営農自体は果たして実態として
経営体に移行しているのかどうか、である。そ
して、農水省自体が、このような構造変革を期
待している訳である。
本稿で検討した4事例は、県内におけるいわ
ゆる援良組織である。中村集落営農組合は独立
自営の施設園芸農家を少なからず包み、また比
較的多くの構成員農家を擁することなどを背景
に、米麦・大立のコンパイン組合という内容で
もって、既に30年以上の長きにわたって合理的・
効率的な組織として安定的に持続してきている
ため、今時の水閉経営所得安定対策に対しでも
基本的にこれまでの体制を維持する形で対応し、
基本的スタイルに大きな変化は見せていない。
すなわち、中村集落営農組合は、独立自営の認
定農業者である施設闘芸農家を中心とした構成
員農家の米・麦・大豆の水田作経営を補完する
集落ぐるみ型営農組織であると言うことができ
ょう。
また、吉野ヶ里中部営農生産組合は、地区内
に20haにi荷たない集落が存在し、単独集落で今
日寺の安定対策に申請不可能な状況が存在するこ
となどから、 7つの集落を範域にした比較的広
域的な集落連合裂の集落営農組織を結成したと
いうものであるが、本組織も、比較的多くの構
成員農家を抱えていることもあり、米・麦・大
のコンパイン組合というあり方を中心とする
「ぐるみ型Jの営農組織であることから、性格的
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には、中村集落営農組合と同様に、基本的には、
構成員農家の水田作経営を補完する組織と見る
ことができる。
一方、小松共問機械利用組合は、米政策改革
を契機に立ち上げられた集落営農で、あるが、共
同利用・共悶作業の機械種類を徐々に増やしな
がら集匝活動の範闘を拡大し、今告では集落営
農自体がほぼ共同経営的なあり方となってきて
いる組織であり、数年間において内部的に組織
改革を行ってきた組織である。したがって、こ
の集落営農は構成員農家の補完的組織というよ
りは組織自体が経営体化をめざし、新たな経営
体をめざしている組織ということができる。た
だし、農水省の言う「主たる従事者jを中心とす
る組織では決してなく、できるだけ多くの構成
員メンバーがオペレーターや補助作業に出役す
るfぐるみ型組織jというあり方を取っている。
他方、佐賀県内では数少ない農事組合法人と
いう企業形態を選択した行合野は、本稿の中で
は唯一1:1問地域における事例であることも影響
して、 iJJ腹部の谷地Iを含む条件不利地域の
業の維持・存続を目的に今時政策への申請の5
要件を備えるべく選択された集落営農法人であ
る。しかし、本法人も農水省の言う「主たる従事
者Jの形成を目指しているわけでは決してなく、
構成員農家の大半がオペレーターや補助作業に
出役しており、できるだけ多くの構成員メンバー
が役割分担しながら、法人の担当する水旧作部
門に関わっている実態がある。たしかに法人と
して lつの経骨体を目指してはいるが、特定少
数の「主たる従事者Jによる運営を目指している
わけではない。
以上の4事例の考察を通してではあるが、佐
賀県内の集落営農は形態も内容も多様であり、
目下のところ、全体としていかなる方向を目指
しているかという問いに応えることは困難であ
るように思われる。
もちろん、できるだけ多くの構成員メンバー
の出役体制を保持しながらではあるが、例えば、
収益性の向上を目指しつつ、新作物や省力・新
技術を導入したり、意識的に構成員女性に意見・
同意を求めたりして、集団的営農の効率化や組
織推進の合意形成を図り、さらにはオペレーター
を60歳定年にして後継者育成を促したりしてい
る小松共問機械利用組合に見られるように、出
来上がった組織の効率性・持続性を目指す必要
性・重要性といったことを確認することができ
る。
こうして、佐賀県においては、今時対策を契
機に立ち上げられた数多くの集落営農を、今後
は、制度変革を考慮、しつつ、平坦地のみでなく
中山開地も含めて多様な現場の実態に合わせて、
形態・内容ともに進化・充実化させていくこと
が課題と考えられる。
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